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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 75,624 80,508 85,584 94,143 97,332

 経常利益 (百万円) 2,386 2,956 3,294 4,614 4,954

 当期純利益 (百万円) 1,322 1,698 1,730 2,567 2,915

 純資産額 (百万円) 25,996 27,322 29,085 31,803 33,796

 総資産額 (百万円) 40,720 43,932 45,517 49,821 53,139

 １株当たり純資産額 (円) 1,345.101,413.751,505.541,629.501,724.60

 １株当たり当期純利益 (円) 64.46 84.98 86.36 133.19 151.28
 潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 63.8 62.2 63.9 63.0 62.5

 自己資本利益率 (％) 5.2 6.4 6.1 8.5 9.0

 株価収益率 (倍) 14.3 13.5 15.4 10.2 7.3
 営業活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) 825 634 1,392 1,263 4,558

 投資活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) △465 △486 690 △819 △4,001

 財務活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) △635 91 △1,607 △111 672

 現金及び現金同等物の
 期末残高

(百万円) 809 1,038 1,672 2,093 3,272

 従業員数
 (ほか、平均臨時
 雇用者数)

(人)
1,110
(576)

1,346
(578)

1,453
(594)

1,438
(659)

1,442
(661)

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 66,837 70,563 74,194 80,200 80,596

 経常利益 (百万円) 1,931 2,295 2,579 3,242 3,232

 当期純利益 (百万円) 1,073 1,281 1,302 1,704 1,801

 資本金 (百万円) 5,001 5,001 5,001 5,001 5,001

 発行済株式総数 (株) 20,036,40020,036,40020,036,40020,036,40020,036,400

 純資産額 (百万円) 22,889 23,930 24,832 26,109 27,264

 総資産額 (百万円) 36,180 38,794 39,171 42,375 44,770

 １株当たり純資産額 (円) 1,183.391,237.161,283.701,353.341,413.29
 １株当たり配当額
 (内１株当たり
 中間配当額)

(円)
12.00
(6.00)

14.00
(6.00)

14.00
(7.00)

18.00
(10.00)

20.00
(10.00)

 １株当たり当期純利益 (円) 51.76 63.31 64.15 88.33 93.41
 潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 63.3 61.7 63.4 61.6 60.9

 自己資本利益率 (％) 4.8 5.5 5.3 　6.7 6.8

 株価収益率 (倍) 17.8 18.1 20.7 15.5 11.9

 配当性向 (％) 23.2 22.1 21.8 20.4 21.4
 従業員数
 (ほか、平均臨時
 雇用者数)

(人)
498
(617)

518
(616)

538
(636)

561
(631)

579
(631)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、第78期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。
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２ 【沿革】
文化元年(1804年)初代萬屋武兵衛が大阪の長堀橋において黄銅吹き(銅・黄銅の鋳造)業を創業したのを
嚆矢とし、代々伸銅業を営んでおりましたが、五代目武兵衛は株式会社住友電線製造所(現、住友電気工業株
式会社)及び住友金属工業株式会社の資本参加を得て、昭和12年阪根金属商工株式会社に改組しました。
当社は昭和21年８月阪根産業株式会社の商号で設立され、上述の地盤を基に非鉄金属類の卸売業を開始
し、その後昭和55年に現在の東洋物産株式会社に商号を変更し、昭和63年11月、大阪証券取引所市場第二部
に上場いたしました。また、平成11年７月26日東京証券取引所市場第二部に上場を達成いたしました。
設立以降の沿革は次のとおりであります。

　

昭和21年８月 ８月１日に電線・電纜・超硬合金製品・伸銅品及び非鉄金属地金等の卸売業として、大阪市南区(現、
中央区)に阪根産業株式会社を設立。

昭和22年６月 取扱商品に各種鋲螺類を加える。
昭和23年３月 取扱商品にアルミニウム製品を加える。
昭和23年３月 東京出張所(現、東京事務所)を開設、関東地区での営業を開始、その後全国各地に営業拠点を開設。
昭和25年４月 取扱商品にステンレス鋼製品を加える。
昭和28年４月 取扱商品に工業用ダイヤモンド製品を加える。
昭和29年４月 住友電気工業株式会社及び住友金属工業株式会社(昭和34年８月同社伸銅部門が独立して住友軽金属

工業株式会社となる。)の資本参加を得る。

昭和38年５月 取扱商品に化成品製品を加える。
昭和40年９月 取扱商品に自動車用組立電線を加える。
昭和42年12月 本社を現在地の大阪市浪速区桜川２丁目７番16号に移転。
昭和52年11月 シンガポールにシンガポール・スクリュー・プライベート・リミテッド(現、テクノアソシエ・シンガ

ポール・プライベート・リミテッド)を設立。(現、連結子会社)

昭和54年７月 アメリカにサカネ・アンド・カンパニー・リミテッド(ユー・エス・エー)(現、ティー・エー・アメリ
カ・コーポレーション)を設立。(現、連結子会社)

昭和54年７月 浪速流通サービス株式会社(昭和60年10月トーブツ興産株式会社に吸収合併)を設立。
昭和55年８月 商号を東洋物産株式会社に変更。
昭和55年12月 阪南トーブツ株式会社(昭和61年10月当社が営業権を譲り受け、昭和62年８月清算結了登記)を設立。
昭和57年５月 トーブツ興産株式会社を設立。(現、連結子会社　平成14年４月トーブツ興産株式会社を分割しトーブツ

テクノ株式会社を新たに設立)

昭和63年11月 大阪証券取引所市場第二部に上場。
平成元年10月 マレーシアにトーブツ・(マレーシア)・センドリアン・ベルハットを設立。(平成12年12月清算)
平成５年10月 台北駐在員事務所(平成７年10月台北支店、平成13年８月テクノアソシエ・タイワン・カンパニー・リ

ミテッド)を開設。(現、連結子会社)

平成６年２月 事業基盤を強化すべく、トーブツ・(マレーシア)・センドリアン・ベルハットより事業を移管し、マ
レーシアン・プレシジョン・マニュファクチュアリング・センドリアン・ベルハットを設立。(現、連
結子会社)

平成６年７月 香港駐在員事務所(平成６年10月香港支店、平成９年４月テクノアソシエ・ホンコン・カンパニー・リ
ミテッド)を開設。(現、連結子会社)

平成11年５月 ティー・エー・アメリカの全額出資によりメキシコに㈱テクノアソシエソシエ・デ・メヒコ・エセア
デセベを設立。(現、連結子会社)

平成11年６月 ＦＱＡ(Fastener Quality Act)試験所認定取得。
平成11年７月 東京証券取引所市場第二部に上場。
平成11年９月 テクノアソシエ・ホンコンより上海駐在員事務所(平成14年４月テクノアソシエ・シャンハイ・カン

パニー・リミテッド)を開設し、輸入品調達推進。(現、連結子会社)

平成11年10月 環境管理室(平成15年１月品質・環境管理部と改称)、ＳＣＭ推進室を新設。
平成11年11月 大洋産業株式会社に出資。
平成12年１月 ISO9000s認証取得推進室(平成15年１月品質・環境管理部と改称)を新設。
平成12年11月 英国駐在員事務所(平成13年２月英国支店)を開設。
平成12年12月 タイにテクノアソシエ・(タイランド)・カンパニー・リミテッドを設立。(現、連結子会社)
平成13年２月 本社、大阪機材部の13部署がISO14001の認証を取得。７部署がISO9002の認証を取得。
平成14年９月 香港にテクノアソシエソシエ・エンジニアリング・カンパニー・リミテッドを設立。(現、連結子会社)
平成14年12月 上海に合弁により、エフ・アンド・ティー・コンザン・テクノ・カンパニー・リミテッドを設立。

（現、連結子会社）

平成15年１月 全部署とトーブツ興産、トーブツテクノでISO14001の認証取得を完了。
平成15年８月 大連にテクノアソシエ・トレーディング・（ダイレン・エフ・ティー・ゼット）・カンパニー・リミ

テッドを設立。(現、連結子会社)

平成16年11月 広州にテクノアソシエ・（コーシュウ）・カンパニー・リミテッドを設立。(現、連結子会社)
平成17年３月 41部署がISO9001の認証を取得。（平成15年３月ISO9000：2000年版に移行）

チェコにテクノアソシエ・チェコ・エス・アール・オーを設立。（現、連結子会社）

平成18年１月 テクノアソシエ・シンガポールよりホーチミン駐在員事務所を開設
平成18年３月 48部署がISO9001の認証を取得。（平成15年３月ISO9000：2000年版に移行）
平成18年７月 上海に合弁により、ネットフォーム・テクノロジー・（シャンハイ）・カンパニー・リミテッドを設

立。（現、連結子会社）

平成18年８月 商号を株式会社テクノアソシエに変更。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社16社及び関連会社２社で構成され、鋲螺商品及び非鉄金属材料を中心とし
た生産材の販売を国内外に広く展開しております。特に、近年は、加工品分野に注力し、業容の拡大を推進し
ております。
また、主要株主の住友電気工業㈱(電線・ケーブル・特殊金属線等の製造・販売)はその他の関係会社(議
決権比率35.2％)であり、当社はそのグループの一員であります。
　
当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　
区分 主要商品 会社

鋲螺事業 ・鉄・黄銅・ステンレス等のねじ、ボルト、
ナット、ワッシャー類等の製造・仕入及
び販売

当社(仕入・販売)

[海外販売子会社]
テクノアソシエ・シンガポール、Ｔ・Ａ・アメリカ
テクノアソシエ・ホンコン、テクノアソシエ・タイ
テクノアソシエ・タイワン
テクノアソシエ・シャンハイ
テクノアソシエ・ダイレン
テクノアソシエ・コーシュウ
テクノアソシエ・チェコ

[海外製造・販売子会社]
Ｍ・Ｐ・Ｍ

[海外物流管理]
テクノアソシエ・メキシコ
※Ｔ・Ａ・アメリカの輸入商品の物流管理

加工品事業 ・ねじ類のセット品及び組立品の製造・仕
入及び販売

・各種金属素材を加工した特殊設計品(切
削、プレス鋳造、冷間圧造等)の製造・仕
入及び販売

当社(仕入・販売)

[海外販売子会社]
テクノアソシエ・シンガポール、Ｔ・Ａ・アメリカ
テクノアソシエ・ホンコン、テクノアソシエ・タイ
テクノアソシエ・タイワン
テクノアソシエ・シャンハイ
テクノアソシエ・ダイレン
テクノアソシエ・コーシュウ
テクノアソシエ・チェコ

[国内加工・販売子会社]
トーブツ興産㈱

[海外製造・販売子会社]
Ｍ・Ｐ・Ｍ
ネットフォーム・テクノロジー
[海外組立加工・販売子会社]
テクノアソシエ・エンジニアリング
エフ・アンド・ティー・テクノ

[海外物流管理]
テクノアソシエ・メキシコ

[国内加工・販売関連会社]
安高金属工業㈱

金属・電材・
化成品事業

・伸銅品、軽金属、特殊鋼等の金属素材の仕
入及び販売

・電子部品材料、化合物半導体、超硬工具等
電材品の仕入及び販売

・自動車用防振ゴム、ホース及び組立電線、
工業用テープ、樹脂製品等化成品の加工
・仕入及び販売

当社(仕入・販売)

[国内加工・販売子会社]
トーブツテクノ㈱
[国内加工・販売関連会社]
大洋産業㈱

[その他の関係会社]
住友電気工業㈱

その他の事業 ・各種産業用省力機器、その他の仕入及び
販売

当社(仕入・販売)

[国内加工・販売子会社]
トーブツテクノ㈱
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(注)　当社子会社は、下記の通り記載しております。以下、有価証券報告書内では同様に記載しております。
テクノアソシエ・シンガポール・プライベート・リミテッド …テクノアソシエ・シンガポール

ティー・エー・アメリカ・コーポレーション …Ｔ・Ａ・アメリカ

テクノアソシエ・ホンコン・カンパニー・リミテッド …テクノアソシエ・ホンコン

マレーシアン・プレシジョン・マニュファクチュアリング・
センドリアン・ベルハット

…Ｍ・Ｐ・Ｍ

テクノアソシエ・デ・メヒコ・エセアデセベ …テクノアソシエ・メキシコ

テクノアソシエ・（タイランド）・カンパニー・リミテッド …テクノアソシエ・タイ

テクノアソシエ・タイワン・カンパニー・リミテッド …テクノアソシエ・タイワン

テクノアソシエ・シャンハイ・カンパニー・リミテッド …テクノアソシエ・シャンハイ

テクノアソシエ・エンジニアリング・カンパニー・リミテッド …テクノアソシエ・エンジニアリング

エフ・アンド・ティー・コンザン・テクノ・カンパニー・
リミテッド

…エフ・アンド・ティー・テクノ

テクノアソシエ・トレーディング・（ダイレン・エフ・ティー・
ゼット）カンパニー・リミテッド

…テクノアソシエ・ダイレン

テクノアソシエ・（コーシュウ）・カンパニー・リミテッド …テクノアソシエ・コーシュウ

テクノアソシエ・チェコ・エス・アール・オー …テクノアソシエ・チェコ

ネットフォーム・テクノロジー・（シャンハイ）・カンパニー・
リミテッド

…ネットフォーム・テクノロジー

　

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

有価証券報告書

 5/91



[事業系統図]

事業系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権所有又は
被所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)

トーブツ興産㈱ 大阪市此花区
40

百万円
組立・ゆるみ止
め加工

100
ねじ類等の組立及びゆるみ止め
加工を行って販売している。
役員の兼任　２名

トーブツテクノ㈱ 大阪市鶴見区
20

百万円
テープ・樹脂加
工、リース他

100

テープ・樹脂の加工、販売及び
リースを行っている。
当社所有の土地及び建物を賃借
している。

テクノアソシエ・シンガポール シンガポール
1,500
千Ｓ＄

鋲螺類、金属素
材、電材品、化成
品他の販売

100

当社グループのシンガポール
における販売拠点で鋲螺類、金
属素材等を販売している。
役員の兼任　１名

Ｔ・Ａ・アメリカ 米国
1,800

千ＵＳ＄
同上 100

当社グループのアメリカにお
ける販売拠点で鋲螺類、金属素
材等を販売している。
役員の兼任　２名

テクノアソシエ・メキシコ
(注)１

メキシコ
100

千PESO
同上

100
(100)

当社グループのメキシコにお
ける物流拠点で倉庫業務を
行っている。

テクノアソシエ・ホンコン 香港
6,000

千ＨＫ＄
同上 100

当社グループの中国における
販売拠点で鋲螺類、金属素材等
を販売している。
役員の兼任　２名

Ｍ・Ｐ・Ｍ(注)１，２ マレーシア
9,200
千ＲＭ

鋲螺類の製造・
組み込み加工、
テープ加工

48.1
(21.7)

当社グループ鋲螺類の製造販
売と組み込み及びテープ等の
加工を行って販売している。
役員の兼任　２名

テクノアソシエ・タイ
(注)１，２

タイ
4,000
千Ｂ

鋲螺類、金属素
材、電材品、化成
品他の販売

49.0
(42.0)

当社グループのタイにおける
販売拠点で鋲螺類、金属素材等
を販売している。
役員の兼任　２名

テクノアソシエ・タイワン 台湾
10,000
千ＮＴ＄

同上 100

当社グループの中国における
販売拠点で鋲螺類、金属素材等
を販売している。
役員の兼任　３名

テクノアソシエ・シャンハイ
(注)１

上海
400

千ＵＳ＄
同上

100
(70.0)

当社グループの中国における
販売拠点で鋲螺類、金属素材等
を販売している。
役員の兼任　２名

テクノアソシエ・
エンジニアリング(注)１

香港
6,000

千ＨＫ＄
機構部品組立・
切削加工

98.8
(98.8)

当社グループ機構部品の組立
・切削加工を行っている。
役員の兼任　１名

テクノアソシエ・ダイレン
(注)１

大連
100

千ＵＳ＄

鋲螺類、金属素
材、電材品、化成
品他の販売

100
(40.0)

当社グループの中国における
販売拠点で鋲螺類、金属素材等
を販売している。
役員の兼任　２名

エフ・アンド・ティー・テクノ
(注)１

上海
400

千ＵＳ＄
機構部品組立加
工

74.5
(24.5)

当社グループ機構部品の組立
及び加工を行っている。
役員の兼任　３名

テクノアソシエ・コーシュウ
(注)１

広州
200

千ＵＳ＄

鋲螺類、金属素
材、電材品、化成
品他の販売

100
(100)

当社グループの中国における
販売拠点で鋲螺類、金属素材等
を販売している。
役員の兼任　１名

テクノアソシエ・チェコ チェコ
5,000
千Ｋｃ

鋲螺類、化成品
他の販売

100
当社グループの中・東欧にお
ける販売拠点で鋲螺類、化成品
等を販売している。

ネットフォーム・テクノロジー
(注)１

上海
1,000
千US$

冷間鍛造品製
造、機械加工

80.0
(40.0)

当社グループの中国における
製造拠点で冷間鍛造品製造、機
械加工を行っている。
役員の兼任　３名

(持分法適用関連会社)

大洋産業㈱ 川崎市宮前区
30

百万円

工業用ゴム・樹
脂製品の製造販
売、情報通信機
器の検査・組立
加工

35.0
当社工業用ゴム、樹脂製品の一
部を製造販売している。
役員の兼任　１名

安高金属工業㈱ 熊本県荒尾市高浜
43

百万円
プレス部品、金
型製造

36.1
当社プレス部品、金型の一部を
製造販売している。
役員の兼任　１名

(その他の関係会社)

住友電気工業㈱(注)１，３，４大阪市中央区
96,913
百万円

電線ケーブル・
特殊金属線等の
製造・販売

35.2
(0.2)

当社製品の産業用省力機器等
の販売及び電子部品材料等の
仕入を行っている。
役員の転籍　６名

(注) １　(内数)は間接所有であります。
２　持分は、100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。
３　被所有割合を示しております。
４　有価証券報告書を提出しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

鋲螺事業

加工品事業

金属・電材・化成品事業

その他の事業

1,442

(661)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数であります。

２　従業員数は就業人員であり、契約従業員100名および臨時従業員561名を(　)内に外数で記載しております。なお

臨時従業員は、年間の平均人員としております。

３　当社グループにおいては、事業の種類別セグメント毎に組織が細分化されておりませんので、従業員数は合計

で表示しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

579(631) 38.05 13.54 5,814,852

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数は就業人員であり、契約従業員93名および臨時従業員538名を(　)内に外数で記載しております。なお

臨時従業員は、年間の平均人員としております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期は堅調な世界経済と円安基調の継続を背景に輸出を中

心とした自動車などの輸送機器や電子部品が好調に推移したことや設備投資が堅調だったことなどから

企業収益は総じて改善傾向で推移しました。しかしながら下半期は米国のサブプライムローン問題に端

を発した金融・株式市場の混乱、改正建築基準法施行による住宅建設の落ち込み、米国経済の後退懸念や

円高、原材料価格の高騰などから牽引役の企業部門が減速し、個人消費も一進一退となり日本経済は企業

部門、家計部門とも先行きに不透明感が強まりました。

  このような環境のもと当社グループは、産業構造や市場動向の変化に対応する為、国内外での人員増強

を含めた営業力や品質保証体制の強化、また製品開発部門の再編強化や市場開発部の新設等の基盤整備

を進め、エンジニアリング・カンパニーとしての開発力・品質管理力の更なる拡充を図りました。また、

新しい基幹情報システムの本格稼動やバーコードシステム導入による業務効率の向上を図るとともに、

経営効率向上のため営業拠点の統廃合を進め、自動車関連分野、電機・電子分野、情報通信分野、住宅・建

材・住設分野への積極的な増拡販活動に取り組んでまいりました。

  この結果、当期の連結売上高は97,332百万円と前期比 3,188百万円(3.4%)の増収となりました。また経

常利益は4,954百万円と前期比 339百万円(7.4%)の増益、当期純利益も2,915百万円と前期比348百万円

(13.6%)の増益となりました。

　

1) 事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

　

①鋲螺事業

鋲螺事業は、電機・電子向けおよび輸送機関連を中心に東南アジア、中国、欧州で需要が増加し、売上

高は22,414百万円と前期比2,540百万円（12.8%）の増収となりました。営業利益は1,674百万円と前連

結会計年度に比べ339百万円（25.4%）の増加となりました。

②加工品事業

加工品事業は、国内で自動車関連部品など輸送機向けを中心に増収となり、海外では中国、北米で家

電を中心に電機・電子向け需要の減少はありましたが、売上高は51,281百万円と前期比203百万円

（0.4%）の増収となりました。営業利益も2,305百万円と前連結会計年度に比べ11百万円（0.5%）の増

加となりました。

③金属・電材・化成品事業

金属・電材・化成品事業は、国内で携帯電話を中心に電機・電子向けで化成品関連の需要の伸長は

ありましたが、電子部品向けの電材品関連の需要が減少したため、売上高は17,082百万円と前期比494

百万円（2.8%）の減収となりました。営業利益は、売上原価率の改善と販管費の減少に伴い598百万円

と前連結会計年度に比べ52百万円（9.5%）の増加となりました。

④その他の事業

その他の事業は、国内で産業用機器向けが減少しましたが、電機・電子関連の金型関係の需要が増加

したことから、売上高は6,553百万円と前期比939百万円（16.7%）の増収となりました。営業利益も376

百万円と前連結会計年度に比べ158百万円（73.0%）の増加となりました。
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2) 所在地別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

　

①日本

当社は、情報通信を中心に電機・電子向けの鋲螺及び加工品が減収となりましたが、輸送機向けの鋲

螺及び加工品が増収となったことや、国内子会社において空調機向けの加工品が増収となったことに

より売上高は78,524百万円と前連結会計年度に比べ2,220百万円（2.9%）の増収となりました。また、

営業利益も3,078百万円と前連結会計年度に比べ85百万円（2.9%）の増加となりました。

②その他の地域

米国では、情報通信向けの一部や薄型テレビ等の家電関連に需要減少があり、減収となりました。中

国では、エアコン等の家電関連部品を中心に上海等で増収となりました。東南アジアでは、シンガポー

ルおよびマレーシアにおいて国外への生産シフトが進んだことにより減収となりましたが、タイで電

機・電子向け、輸送機向けを中心に需要増となったことにより増収となりました。その結果、売上高は

18,807百万円と前連結会計年度に比べ968百万円（5.4%）の増収、また、営業利益も1,858百万円と前連

結会計年度に比べ397百万円（27.2%）の増加となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、当連結会計年度末には

3,272百万円と前連結会計年度末に比べ1,179百万円（56.4％）の増加となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、4,558百万円（前連結会計年度は1,263百万円の収入）となりまし

た。これは主に、税金等調整前当期純利益が増加したことと、売上債権の回収が順調だったことによる

ものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、4,001百万円（前連結会計年度は819百万円の支出）となりました。

これは主に、国内事業拠点再編のための土地、建物等の有形固定資産の取得によるものと、新しい基幹

情報システム導入によるソフトウェア等の無形固定資産の取得によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は、672百万円（前連結会計年度は111百万円の支出）となりました。こ

れは主に、運転資金としての短期借入金の増加によるものと、セール・アンド・リースバックによる収

入があったことによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

鋲螺事業 16,803 11.0

加工品事業 41,845 △1.6

金属・電材・化成品事業 14,564 △4.4

その他の事業 5,701 13.0

合計 78,914 1.3

(注) １　金額は、実際仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

得意先への販売が短納期であること及び受注に基づく在庫の積み増しがないこと等により記載を省略

しております。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

鋲螺事業 22,414 12.8

加工品事業 51,281 0.4

金属・電材・化成品事業 17,082 △2.8

その他の事業 6,553 16.7

合計 97,332 3.4

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後の経済の見通しは、米国経済の減速や中国の輸出の増勢の鈍化などにより、企業部門での減速感が漂

いはじめたことに加え、国際金融市場の動揺や経済政策の混乱が実態経済を下押ししかねない情勢にあり、

日本経済も景気拡大の踊り場で踏みとどまるのか、後退に向かうのか先行き不透明感の増す状況にありま

す。

　このような状況のもと、当社グループは、引き続き国内拠点の統廃合による営業・物流・品質保証体制の

整備拡充と人員増強、メキシコにおける新しい物流拠点の稼動や中国における製造拠点の設備増強、国内外

製造関係会社との連携によるエンジニアリング機能の充実、日本、アジア、北米、欧州におけるグローバル

ネットワークの一層の活用やe-ビジネスの拡充、また新システムの稼動による生産性の向上および内部統

制の強化、更に新たに策定した長中期経営計画遂行に向けた基盤作りの年として、グループ一体となり機動

的な増拡販活動を継続し、引き続きお客様のニーズにお応えし、新商品・新技術・新ビジネスの開拓・開発

に注力してまいります。

　当社グループは、地球環境保全と事業活動における環境負荷の低減へ向け継続した取り組みを行っており

ます。既に国内では数年前に全部署で「ISO14001」の認証を取得しており、海外拠点においてもほぼ認証取

得済です。また、品質保証体制強化の一環として、「ISO9001」の認証は国内全部署で取得済で、海外拠点で

は１拠点のみ未取得で今年度中の認証取得を目指した活動を開始しております。2008年1月にはネット

フォーム・テクノロジーがISO/TS16949を取得致しました。品質・信頼性向上の活動も継続して推進してお

り、安心感・信頼感をお届けする企業として、エコロジー（環境）・リサイクル・安全をキーワードに社会

の持続可能な発展に貢献していく所存でございます。

　当社グループは、事業精神「心と心の絆」を基本に、ステークホルダーの皆さまとの絆を重視し、開発提案

型営業を積極的に展開し、お客様と仕入先様との間でより良きインテグレーターとなることを目指して活

動しております。また、引き続き、深い専門知識と能力とを持ってお客様に安心感と満足感を提供するエン

ジニアリング・カンパニーとして、更なる経営効率化を進め、業績向上に努める所存でございます。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　

(1) 経済情勢・需要動向に係るリスク

当社グループは、電機・電子関連、自動車関連、住宅・建材関連などの各分野にわたって事業を行って

おり、また地域的には日本の他、北米、東南アジア、中国、欧州で事業を展開しております。このため、各市

場分野や各地域における需要変動、各国の政治経済情勢、法律・規制の変更などが当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 為替変動のリスク

当社グループの海外関係会社は14社となっており、連結売上高に占める海外売上高比率は当連結会計

期間において19.5％であり、今後も海外における事業のウェイトは高くなると予想されます。このことか

ら、米国ドル、香港ドル、人民元等の主要通貨の為替レートの変動が当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。また、短期的な為替変動に対しては為替予約取引などによるリスク

軽減を図っておりますが、海外取引が増加傾向にあることなど、為替変動が当社グループの業績及び財政

状態に及ぼす影響が拡大する可能性があります。

　

(3) 与信リスク

当社グループの与信管理は販売顧客の業容・財政状態に応じて与信枠の設定を行うとともに、一定期

間ごとに継続して信用状態の把握を行い、不良債権の発生を防止しております。当社グループの製品の得

意先は業界大手・中堅及びその関連企業が中心でありますが、近年、得意先の納入業者への直接販売とな

るケースも増加しており、貸倒引当金の積み増し設定を要する可能性があります。

　

(4) 原材料等の市況価格上昇のリスク

原材料価格の高騰などにより当社グループの仕入調達価格が上昇する場合があります。その際に価格

上昇分を販売価格に転嫁できない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5) 製品の品質に係るリスク

当社グループでは、製品及び取扱い商品の品質確保に万全の対策を講じておりますが、製品の欠陥やク

レームの発生を皆無にすることは困難であります。当社グループでは今後とも製品及び取扱い商品の品

質確保・品質保証体制の整備拡充に注力してまいりますが、重大な欠陥やクレームの発生が当社グルー

プの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 災害等のリスク

当社グループは、日本・北米・アジアを中心に世界各地で事業を展開しており、これら地域における大

規模な自然災害、疾病、紛争、テロやストライキ等の社会的混乱の発生が当社グループの業績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

有価証券報告書

13/91



７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 連単倍率及び為替レートの影響

損益の円換算レートが米ドルにおいて1円21銭円高となったことを始めとして各国通貨で円高とな

り、売上高ではアメリカ、香港、台湾で減収となりましたが、国内子会社を中心にタイ、中国特に上海、大

連で増収となったため、連単倍率は1.21と前連結会計年度に比べ0.04の増加となり、経常利益も1.53と

前連結会計年度に比べ0.11の増加となりました。 

　また、海外売上高は、アメリカで売上高が前連結会計年度に比べ316百万円（4.0％）の減少となりま

したが、中国において前連結会計年度に比べ240百万円（3.9％）の増加となったことや、欧州において

前連結会計年度に比べ809百万円（116.2％）の増加となったこと等により、売上高に占める割合は

19.5％と前連結会計年度に比べ0.3％高くなっております。 

　

(2)損益

①親会社

売上高は、金属素材・電材品分野での特殊鋼や電線、電子材料の需要減による減収はありましたが、

加工品事業において自動車関連を中心とした輸送機向けの需要が増加したことや、化成品分野での携

帯電話やデジタル家電向けの需要が増加したこと等から、全体では0.5％の増収となりました。 

　販売費及び一般管理費は、人員増に伴う給与諸手当の増加及び、国内事業所の統廃合や新システム導

入に伴う固定資産の増加による減価償却費の増加などが原因で増加しております。 

　営業外損益は、為替差損の発生などから前年度比悪化いたしました。 

　当事業年度においては、減損会計適用に伴う売却予定資産の減損損失を計上しております。

　

②子会社

国内子会社では、トーブツテクノ㈱で化成品加工の需要増などから前連結会計年度に比べて増収と

なり、さらにトーブツ興産㈱でも空調機向けの加工品が増加し前連結会計年度に比べて大幅な増収と

なりました。

  海外子会社においては、北米ではＴ・Ａ・アメリカが、家電向け部品、自動車関連部品の減少があっ

たことにより現地通貨ベースでは前連結会計年度に比べ2.8％の減収となりました。東南アジアではテ

クノアソシエ・シンガポールで家電関連で需要減があり減収となりましたが、テクノアソシエ・タイ

で家電、自動車関連の需要増から増収となりました。中国においては、中国経済が堅調を維持する中、テ

クノアソシエ・ホンコンでは家電関連の需要減などから減収となりましたが、テクノアソシエ・シャ

ンハイにおいては、エアコン関連向け部品の需要が伸張し増収となりました。

　

(3)財政状態

資産総額は3,318百万円（6.7％）増加いたしました。その主な要因は、国内事業所の統廃合により建

物、土地等の有形固定資産が大幅に増加し、コンピュータシステム関連について無形固定資産が増加し

たことにより、固定資産が2,614百万円増加し、一方で売上債権の順調な回収による現金及び預金の増

加等により、流動資産が703百万円増加したことにあります。

　負債総額は1,324百万円（7.4%）増加いたしました。その主な要因は、取引高の増加に伴う仕入債務の

増加や短期借入金の増加によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資等の総額は、4,004百万円(無形固定資産への投資を含みます。)であります。

その主なものは、営業力の強化、経営効率の改善を目的とした国内事業拠点の再編に伴う設備投資であ
り、大阪営業部の事務所、倉庫、土地で2,307百万円、刈谷営業所の事務所、倉庫で310百万円、彦根営業所の事
務所、倉庫で299百万円の設備投資を実施しました。
また、新システム関連のソフトウェア開発に対して547百万円の投資を行いました。
  当社グループは、当連結会計年度において、減損損失84百万円を計上しました。減損損失の内容について
は「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　（1）連結財務諸表注記（連結損益計算書関係）※２　減損損
失」に記載のとおりであります。
　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２ 【主要な設備の状況】

なお、当社グループの営業にかかるそれぞれの設備において、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1)
連結財務諸表注記(セグメント情報)」に掲げている複数の事業を営んでおります。
　
(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名 所在地 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
資産

合計

(営業拠点)

本社
大阪市浪速
区

統轄業務施
設・営業用
事務所及び
倉庫

110 0
51

(1,221)
89 251

158
(21)

茨城営業所
茨城県笠間
市

営業用事務
所及び倉庫

51 0
99

(1,997)
0 152

8
(11)

栃木営業所
栃木県栃木
市

同上 68 0
105

(1,319)
11 185

9
(20)

浦和営業所
さいたま市
南区

同上 42 99
93

(1,498)
4 239

11
(27)

掛川営業所
静岡県袋井
市

同上 30 0
174

(1,890)
1 206

7
(9)

豊橋営業所
愛知県豊川
市

同上 39 0
252

(1,712)
8 300

9
(6)

刈谷営業所
愛知県安城
市

同上 292 1
― 

 [3,318]
9 302

 11
(14)

名古屋営業所
名古屋市北
区

同上 83 0
30

(1,171)
24 138

13
(14)

高岡営業所
富山県高岡
市

同上 131 8
―

[5,518]
9 149

24
(88)

金沢営業所
石川県白山
市

同上 198 1
―

[3,967]
32 233

10
(28)

彦根営業所
滋賀県彦根
市

同上 290 0
―

[4,462]
9 299

―
(―)

大阪機材部
大阪府東大
阪市

同上 32 0
93

(1,421)
4 131

16
(14)

大阪営業部
大阪市住之
江区

同上 958 ―
1,349
(7,101)

― 2,307
―
(―)

大阪営業所
大阪府東大
阪市

同上 62 0
36

(1,251)
3 103

21
(15)

阪奈営業所 堺市美原区 同上 52 0
270

(1,657)
3 326

10
(14)

岡山営業所
岡山県倉敷
市

同上 65 0
124

(1,280)
15 204

7
(12)

津山営業所
岡山県津山
市

同上 44 0
165

(1,782)
0 210

5
(7)

四国営業所
香川県綾歌
郡宇多津町

同上 59 0
88

(1,322)
0 148

5
(11)
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事業所名 所在地 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
資産

合計

福岡営業所 福岡市博多区
営業用事務
所及び倉庫

91 2
26
(921)

2 122
12
(16)

熊本営業所 熊本県合志市 同上 49 0
335

(2,717)
1 386

7
(12)

大分営業所 大分県大分市 同上 29 0
114

(1,158)
1 145

5
(6)

(賃貸設備)

トーブツビル 大阪市鶴見区 ― 3 －
138
(352)

－ 141 －

　
(2) 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
資産

合計

トーブツ興
産㈱

　本社
（大阪市
此花区）

加工品
事業

営業用事
務所及び
倉庫

90 14
191
(998)

5 301
13
(13)

トーブツテ
クノ㈱

　本社
（大阪市
鶴見区）

化成品事
業、その
他事業

同上 8 192
―
[352]

3 203
12
(10)

　
(3) 在外子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
資産

合計

Ｔ・Ａ・
アメリカ

本社
（米国）

鋲螺事業、
加工品事
業、金属・
電材・化成
品事業、そ
の他事業

営業用事
務所及び
倉庫

263 38
157

(29,953)
6 466 78

(注) １　帳簿価額のうち「その他資産」は、器具備品であります。
２　面積の表示は小数点以下の数字を切り捨てて記載しております。
３　提出会社の(賃貸設備)は、連結子会社であるトーブツテクノ㈱に貸与しております。
４　土地及び建物の一部を賃借しております。土地の面積については[　]で外書しております。
５　従業員数の(　)は、期末臨時従業員数を外書しております。
６　上記のほか、主要な賃借及びリース資産として、以下のものがあります。

　

会社 所在地 設備の内容
従業員数
(人)

土地面積
(㎡)

年間賃借料
及びリース料
(百万円)

提出会社
全国19ヶ所及
び海外１ヶ所
の事業所

営業用事務所
及び倉庫

177
(242)

27,996
年間賃借料

357

(注)　国内子会社、在外子会社については、重要性がないため記載を省略しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等
　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出
会社

本社（大阪
市西区）

鋲螺事業、
加工品事業、
金属・電材・
化成品事業、
その他事業

統轄業務
施設・営
業用事務
所

3,270― 借入金 平成20年5月 平成21年3月

統轄業務
強化、経
営効率の
改善

(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。
　

(2) 重要な設備の除却等

　当社グループにおける重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末
現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,036,40020,036,400

東京証券取引所
市場第二部
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 20,036,40020,036,400― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成９年11月20日 3,339 20,036 ― 5,001 ― 5,137

(注)　株式分割　1：1.2

株式数　3,339千株

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(単元株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

- 15 5 150 34 - 2,0392,243 ―

所有株式数
(単元)

- 24,437 107112,78718,246 - 44,621200,19816,600

所有株式数
の割合(％)

- 12.21 0.05 56.34 9.11 - 22.29 100 ―

(注) １　自己株式744,845株は「個人その他」の欄に7,448単元及び「単元未満株式の状況」の欄に45株含めて記載し

ております。

２　「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の失念株式が21単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友電気工業㈱ 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 6,734 33.61

テクノアソシエ共栄会 大阪市浪速区桜川２丁目７番16号 1,296 6.47

ジェーピー　モルガン　チェース
　バンク　385093

125　LONDON　WALL,LONDON,EC2Y　5AJ　U.K.1,150 5.74

(常任代理人㈱みずほコーポ
レート銀行　兜町証券決済業務
室）
日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱　(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 782 3.91

住友軽金属工業㈱ 東京都港区新橋５丁目11番３号 615 3.07

テクノアソシエ従業員持株会 大阪市浪速区桜川２丁目７番16号 531 2.65

興津商事㈱ 静岡市清水区興津清見寺町138番地 450 2.25

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 289 1.44

日本トレクス㈱
愛知県宝飯郡小坂井町大字伊奈字南山新
田350番地

276 1.38

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 272 1.36

計 ― 12,399 61.88

(注) １　上記株主のうち、テクノアソシエ共栄会は当社と取引関係にある企業による持株会であります。なお、テクノア

ソシエ共栄会の所有株式数のうち、大洋産業㈱の持分株数3.9千株、安高金属工業㈱の持分株数0.2千株は相互

保有株式に該当し、議決権が制限されております。

２　自己株式の所有株式数は744千株であり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は3.72％であります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 744,800

― ―

(相互保有株式)
普通株式 53,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,221,700 192,217 ―

単元未満株式 普通株式 16,600 ― ―

発行済株式総数 20,036,400― ―

総株主の議決権 ― 192,217 ―

(注) １　「単元未満株式」の欄には、自己保有株式45株及び大洋産業㈱所有の相互保有株式90株を含めて記載しており

ます。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,100株を含めて記載しております。ま

た、「議決権の数(個)」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個を含めて記載しており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
　㈱テクノアソシエ

大阪市浪速区桜川
２丁目７番16号

744,800 - 744,800 3.72

(相互保有株式)
　大洋産業㈱

川崎市宮前区土橋
６丁目12番12号

30,300 3,900 34,200 0.17

（相互保有株式）
　安高金属工業㈱

荒尾市高浜字北の後310番
8号

18,900 200 19,100 0.09

計 ― 794,0004,100798,100 3.98

(注)　他人名義所有株式数には、テクノアソシエ共栄会(大阪市浪速区)の所有株式数のうち大洋産業㈱および安高金属

工業㈱の持分株数を記載しております。

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

  会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 1,177 1

当期間における取得自己株式 148 0

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による

株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売却)

82 101,500 80 85,600

保有自己株式数 744,845 ― 744,925 ―

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による

株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、企業体質の改善、経営基盤の強化を図りつつ、業績見通し等を考慮のうえ、株主各位に対し、安定

した配当を継続実施していくことを基本方針といたしております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

上記の方針に基づき、期末配当金につきましては、１株当たり配当10円とし、年間では１株当たり20円の

配当を実施することと致しました。

また、内部留保につきましては、将来の収益力維持向上と財務体質の強化にあてる所存でございます。

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をする事ができる旨を定款に定めております。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

平成19年11月５日　取締役会決議 192 10

平成20年６月20日　定時株主総会決議 192 10

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 930 1,170 1,385 1,509 1,600

最低(円) 580 861 1,023 1,000 977

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,394 1,360 1,321 1,320 1,254 1,170

最低(円) 1,330 1,201 1,210 1,035 1,165 977

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

（代表取締役）
取締役社長

乙幡　範 昭和18年８月12日生

昭和42年４月 住友電気工業㈱入社

(注)２ 130

平成４年７月 同社国際企画部長

平成６年５月 スミトモ エレクトリック ユー・エス・エー

 インク社長

平成10年６月 住友電気工業㈱取締役

平成13年６月 同社常任理事

平成13年９月 同社支配人、スミトモ エレクトリック ヨー

ロッパ リミテッド会長

平成14年１月 同社支配人、国際電線産業連盟 専務理事・事

務局長、スミトモ エレクトリック ヨーロッ

パ リミテッド会長

平成15年８月 同社顧問、国際電線産業連盟 専務理事・事務

局長、スミトモ エレクトリック ヨーロッパ 

リミテッド会長

平成16年２月 当社特別顧問

平成16年６月 代表取締役社長（現任）

（代表取締役）
取締役副社長

本田　保彦 昭和20年６月16日生

昭和43年３月 当社入社

(注)２ 98

平成２年４月 テクノアソシエ・シンガポール社長

平成６年６月 取締役、テクノアソシエ・シンガポール社長

平成10年12月 常務取締役、東京事務所、東京開発部統轄、東

京営業部長

平成12年６月 常務取締役、東京事務所、東京営業部、自動車

営業室、関信越営業部、中部営業部統轄

平成14年６月 常務取締役、大阪営業部、東京事務所、東京営

業部、自動車営業室統轄

平成17年６月 代表取締役専務取締役、国内営業統轄、SCM推

進室、業務部、開発部、大阪営業部、京滋営業

部、大阪機材部、東京事務所、東京営業部、自動

車営業室統轄 

平成18年６月 代表取締役専務取締役、営業統轄、国際部、大

阪営業部、京滋営業部、大阪機材部、中・四国

営業部統轄

平成18年７月 代表取締役専務取締役、営業統轄、国際部、大

阪営業部、京滋営業部、大阪機材部、中・四国

営業部統轄、テクノアソシエ・タイワン董事

長

平成19年６月 代表取締役副社長、営業統轄、開発部統轄

テクノアソシエ・タイワン董事長（現任）
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役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(百株)

（代表取締役）
取締役副社長

菅谷　真理雄 昭和22年10月15日生

昭和46年４月 住友電気工業㈱入社

(注)２ 110

平成11年７月 同社自動車部長

平成13年１月 同社支配人

平成13年６月 同社取締役支配人

平成14年３月 同社支配人（英国駐在）、スミトモ　エレクト

リック　ワイヤリング　システムズ　(ヨーロッ

パ)　リミテッド　マネージングダイレクター

平成15年６月 同社執行役員（英国駐在）、スミトモ　エレク

トリック　ワイヤリング　システムズ　(ヨー

ロッパ)　リミテッド　マネージングダイレク

ター

平成16年６月 同社常務取締役、エレクトロニクス営業本部

長、自動車事業本部副本部長

平成18年６月 当社常務取締役、東京事務所、自動車営業室、

関信越営業部、関東営業部、北海道・東北営業

部統轄

平成19年６月 代表取締役専務取締役、東京事務所、東京営業

部、東海営業部、自動車営業室、関信越営業部、

関東営業部、北海道・東北営業部統轄

平成20年６月

 

代表取締役副社長、東京事務所、東京営業部、

東海営業部、関信越営業部、東日本営業部統轄

（現任）

常務取締役 中條　健次 昭和24年10月26日生

昭和48年２月 当社入社

(注)２ 59

平成８年６月 西部営業部長

平成10年６月 中部営業部長

平成11年６月 取締役、中部営業部長

平成13年６月 取締役、支配人(中部営業部、北陸営業部管掌)

平成14年６月 常務取締役、中部営業部、北陸営業部統轄

平成18年６月 常務取締役、九州営業部、中部営業部、北陸営

業部統轄（現任）

常務取締役 中島　実 昭和25年８月22日生

昭和50年４月 住友電気工業㈱入社

(注)２ 63

平成８年２月 三重住友電工㈱経理部長

平成９年10月 同社経理部長兼

住電エレクトロニクス㈱経理部長

平成10年７月 当社経理部長

平成11年６月 取締役、経理部長、企画室長

平成14年６月 取締役、支配人(経理部管掌)、企画室長

平成15年６月 取締役、支配人(経理部管掌)、総務部長、企画

室長、FQA試験所長

平成17年６月 常務取締役、経理部、情報システム部統轄、総

務部長、企画室長

平成18年６月 常務取締役、総務部、経理部、業務管理室、企画

室統轄

平成19年６月 常務取締役、総務部、経理部、情報システム部、

業務管理室、企画室統轄（現任）

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

有価証券報告書

23/91



　
役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(百株)

常務取締役 高安　宏明 昭和31年１月26日生

昭和56年11月 当社入社

(注）２ 63

平成３年７月 Ｍ・Ｐ・Ｍ社長

平成11年６月 東京営業部長

平成14年６月 取締役、東京営業部長

平成17年７月 取締役、支配人（開発部、東京営業部、東海営

業部管掌）

平成18年６月 常務取締役、東京営業部、東海営業部統轄

平成19年６月 常務取締役、品質・環境管理部、市場開発部統

轄、市場開発部長（現任）

常務取締役 髙島　敏勲　 昭和26年11月６日生

昭和50年４月 住友電気工業㈱入社

(注）２ 82

平成９年７月 同社国際事業部企画業務部長、経営企画部主

幹

平成11年７月 スミトモ エレクトリック ヨーロッパ リミ

テッド社長

平成15年１月 住友電気工業㈱国際事業部長、企画業務部長

平成15年４月 同社国際企画部長、国際営業部長

平成15年７月 同社国際企画部長

平成16年４月 同社国際営業部長、営業企画部主幹

平成17年１月 当社理事、国際部長

平成17年６月 取締役、国際部長

平成17年10月 取締役、国際部長、テクノアソシエ・ホンコン

会長

平成18年７月 取締役、支配人（中国（華南・香港）地区管

掌）国際部長、テクノアソシエ・ホンコン会

長

平成19年１月 取締役、支配人（国際部、中国（華南・香港）

地区管掌）、テクノアソシエ・ホンコン会長

平成19年６月 常務取締役、海外事業統轄、業務部、国際部統

轄、テクノアソシエ・ホンコン会長（現任）

常務取締役 西川　幸明 昭和27年４月26日生

昭和46年３月 当社入社

(注）２ 115

平成７年５月 テクノアソシエ・シンガポール社長

平成12年３月 テクノアソシエ・シンガポール社長

Ｍ・Ｐ・Ｍ社長

平成15年３月 Ｍ・Ｐ・Ｍ社長

平成15年５月 中部営業部長

平成15年６月 取締役、中部営業部長

平成17年７月 取締役、支配人（大阪営業部、京滋営業部、大

阪機材部管掌）

平成19年６月 常務取締役、大阪営業部、京滋営業部、大阪機

材部、中・四国営業部統轄、市場開発部に関す

る特命事項担当

平成20年５月 常務取締役、大阪営業部、京滋営業部、中・四

国営業部統轄、市場開発部に関する特命事項

担当（現任）

取締役 林田　隆一 昭和28年11月19日生

昭和53年４月 当社入社

(注）２ 75

平成10年９月 Ｔ・Ａ・アメリカ社長

平成14年６月 取締役、Ｔ・Ａ・アメリカ社長

平成17年７月 取締役、支配人（北米地区管掌）

Ｔ・Ａ・アメリカ社長（現任）
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役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(百株)

取締役 藤原　通雄 昭和29年12月19日生

昭和52年４月 当社入社

(注)２ 23

平成12年６月 国際部長

平成15年３月 テクノアソシエ・シャンハイ董事長

平成15年６月 取締役、テクノアソシエ・シャンハイ董事長

平成15年８月 取締役、テクノアソシエ・シャンハイ董事長、

テクノアソシエ・ダイレン董事長

平成16年11月 取締役、テクノアソシエ・シャンハイ董事長、

エフ・アンド・ティー・テクノ董事長、テク

ノアソシエ・ダイレン董事長

平成17年７月 取締役、支配人（中国地区管掌）、テクノアソ

シエ・シャンハイ董事長、エフ・アンド・

ティー・テクノ董事長、テクノアソシエ・ダ

イレン董事長

平成18年７月 取締役、支配人（中国（東北・華北・華東）

地区管掌）、テクノアソシエ・シャンハイ董

事長、エフ・アンド・ティー・テクノ董事長、

テクノアソシエ・ダイレン董事長、ネット

フォーム・テクノロジー董事長

平成19年６月 取締役、支配人（中国（含香港）管掌）、テク

ノアソシエ・シャンハイ董事長、エフ・アン

ド・ティー・テクノ董事長、テクノアソシエ

・ダイレン董事長、ネットフォーム・テクノ

ロジー董事長（現任）

取締役 増田　孝 昭和23年７月７日生

昭和46年３月 当社入社

(注)２ 84

平成11年６月 自動車営業室長

平成14年７月 理事、自動車営業室長

平成16年６月 取締役、自動車営業室長

平成18年６月 取締役、支配人（中部営業部管掌）、自動車営

業室長

平成19年６月 取締役、支配人（市場開発部に関する特命事

項担当）、自動車営業室長

平成19年10月 取締役、支配人（市場開発部に関する特命事

項担当）(現任）

取締役 島木　英世 昭和31年１月27日生

昭和49年８月 当社入社

(注)２ 100

平成12年５月 Ｔ・Ａ・アメリカ取締役、西部地区統括支配

人

平成16年６月 取締役、Ｔ・Ａ・アメリカ取締役、西部地区統

括支配人

平成17年７月 取締役、関東営業部長

平成18年６月 取締役、支配人（北海道・東北営業部

管掌）関東営業部長

平成19年６月 取締役、支配人（北海道・東北営業部管掌、市

場開発部に関する特命事項担当）、関東営業

部長

平成19年10月 取締役、支配人（市場開発部に関する特命事

項担当）、北陸営業部長（現任）

取締役 高田　昌浩 昭和30年11月25日生

昭和53年４月 当社入社

(注)２ 46

平成14年６月 開発部長

平成16年１月 大阪機材部長

平成18年６月 取締役、支配人（業務部、品質・環境管理部、

開発部管掌）（現任）

取締役 溝尾　靖伸 昭和30年２月25日生

昭和53年４月 当社入社

(注)２ 35

平成14年６月 経理部長

平成18年６月 経理部長、業務管理室長

平成19年６月 取締役　支配人（経理部管掌）、業務管理室長

平成20年１月 取締役　支配人（経理部管掌、情報システム部

に関する特命事項担当）、業務管理室長（現

任）
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役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(百株)

常勤監査役 藤田　安廣 昭和22年８月27日生

昭和47年６月 当社入社

（注)３ 105

平成３年６月 大阪営業部長

平成７年６月 取締役、関東営業部長、東北営業部長

平成11年６月 常務取締役、大阪営業部、西部営業部統轄

平成12年６月 常務取締役、中・四国営業部、九州営業部統轄

平成13年６月 常務取締役、九州営業部統轄、中・四国営業部

長

平成14年10月 常務取締役、中・四国営業部、九州営業部統轄

平成18年６月 常勤監査役(現任)

常勤監査役 牛尾　洋 昭和23年９月３日生

昭和46年４月 住友電気工業㈱入社

(注)３ 92

平成４年１月 同社半導体事業部業務部長

平成９年６月 スターネット㈱企画部長

平成11年７月 同社総務部長、業務部長

平成12年10月 当社理事、総務部長

平成13年６月 取締役、総務部長

平成14年６月 取締役、支配人（情報システム部管掌）総務

部長、情報ネット推進室長、FQA試験所長

平成15年６月 常務取締役、関信越営業部、関東営業部、北海

道・東北営業部統轄

平成18年６月 常務取締役、情報システム部、業務部、品質・

環境管理部統轄

平成19年６月 常勤監査役(現任)

監査役 林　剛 昭和19年４月19日生

昭和46年４月 人事院採用

(注)
１・４

ー

平成10年４月 人事院管理局職員団体審議官

平成11年４月 人事院関東事務局長

平成12年２月 新エネルギー・産業技術総合開発機構監事

平成15年10月 （独）理化学研究所　監事

平成17年６月 ㈱アライドマテリアル監査役

当社監査役

平成19年４月 立命館大学大学院公務研究科教授（現任）

㈱アライドマテリアル監査役（現任）

当社監査役（現任）

監査役 小原　正敏 昭和26年４月25日生

昭和54年４月 大阪弁護士会弁護士登録、吉川綜合法律事務

所（現　きっかわ法律事務所）入所

(注)
１・５

ー

昭和61年８月 ニューヨーク州司法試験合格　ニューヨーク

州弁護士登録

平成15年８月 ㈱ニチダイ　監査役（現任）

平成16年４月 大阪市立大学法科大学院特任教授（民事法担

当）

平成18年６月 日本ペイント㈱　監査役（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

監査役 長谷川　和義 昭和25年９月12日生

昭和49年４月 住友電気工業㈱入社

(注)
１・５

ー

平成２年７月 同社　情報システム部情報技術部第一情報技

術課長

平成５年７月 同社　情報システム部長補佐

平成13年１月 同社　情報システム部次長

平成16年６月 同社　情報システム部長

平成18年６月 同社　執行役員　情報システム部長

平成20年６月 当社　監査役（現任）

計 1,280

（注）１　監査役　林　剛、小原　正敏、長谷川　和義の三氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　２　平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　　　３　平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　　　４　平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　　　５　平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、「テクノアソシエ事業精神」のもと、公正な事業活動を通して社会に貢献していくことを不変

の基本方針としております。また、当社は公正さと透明性を備え、企業価値の向上と経営の健全性を確保

できる体制の確立を常に念頭において経営を行っております。また、意思決定や執行における適法性・妥

当性を確保し、これらを監視・是正していくシステムの更なる強化に努めてまいります。更に、社会にお

ける企業活動の使命を認識し、国内全部署でISO14001の認証を取得しており、ＣＳＲ報告書を毎年発行し

ております。今後も地球環境保全と事業活動による環境負荷の低減に向け継続した取組みを行い、社会の

持続可能な発展に貢献してまいります。

　

①　会社機関の説明

取締役の職責は企業価値の向上を図ることであり、取締役会は毎月１回開催するほか、必要に応じて随

時開催しており、重要な事業計画、営業方針に関する事項をはじめ、事業再編などの業務執行について審

議・決定しております。また、取締役会の付議前には、取締役と監査役が出席する経営執行役員会を開催

し、審議の充実を図っております。取締役会等での決定に基づく業務執行は、社長の下、業務執行役員、各

部門長が迅速に遂行しておりますが、併せて内部牽制機能を確立するため、社内規程においてそれぞれの

組織権限や実行責任者の明確化、適切な業務手続きを定めております。また、取締役会は毎月、経理担当取

締役から月次の売上・利益、財務状況等の報告を受けるほか、各取締役から所管部門の事業の状況につき

報告を受け、経営目標の達成度及び業務執行の進捗について監督を行っております。

当社は監査役制度を採用し監査役会を設置しております。適法かつ適正な経営を確保するために監査

役監査、内部監査、会計監査の監査を受けております。監査役監査につきましては、社外監査役３名を含む

５名の体制で多面的な見地から取締役の業務執行を監査しております。

各監査役は監査役会が定めた監査計画・方針・分担に従い、取締役会等重要な会議への出席、取締役や

内部監査部門等からの職務状況の聴取、重要な決裁書類の閲覧、主要な事業所等への往査などを実施する

とともに、他の監査役から監査状況の報告を受け、また会計監査人とは適宜情報交換等を行っておりま

す。

内部監査については、社長直轄の監理室が監査役及び会計監査人とも適宜連携を取って監査を実施し

ております。
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②　会社の機関・内部統制の関係についての模式図
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③　コンプライアンス及び内部統制システムの整備の状況

当社は、企業の社会的責任を自覚し、コンプライアンスについては、法令・定款はもとより広く社会的

規範、社会的良識全般を遵守すること、との認識に立ちその徹底と浸透を行っております。

コンプライアンスを統轄する組織として、社長を委員長とするCSR委員会を設置し、グループ横断的な

コンプライアンス・リスクの把握、分析及び評価を実施しております。

コンプライアンスの推進についてはコンプライアンス・マニュアルを作成するとともに社内研修やｅ

-ラーニング等を通じてその周知徹底を図っております。また、社員等が法令・定款等に違反する行為を

発見した場合の報告体制として、「公益通報者保護規程」を制定し通報・相談窓口の設定を行い、適切な

情報の把握・必要な対策等が取れるようにしております

また、業務の適正性を確保するための体制として、当社及びグループ各社における内部統制の構築を目

指し、当社にグループ全体の内部統制に関する担当部署を設けるとともに、当社及びグループ各社間での

内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達が効率的に行われるシステムを含む体制の構築

を進めております。

　

④ リスク管理体制の整備の状況

グループ横断的なリスクについては、社長を委員長とするＣＳＲ委員会が中心となって、基本方針の制

定や適切なリスク管理が行える体制を整えております。

　これらの活動は、ＣＳＲ委員会及びその下部機関である各種委員会が、各種委員会で定めるマニュアル

やポリシーに従い、コンプライアンス・情報セキュリティー・自然災害等の危機管理について統括して

おります。

　監査役、監理室はそれぞれのリスクを所管する部門と連携しながら各部門のリスク管理状況のモニタリ

ングを行っております。

また、重大なリスクが顕在化し緊急の対応が必要な場合には、ＣＳＲ委員会が危機管理レベルの判定や

対策本部の設置等を行い、損失・被害を最小限にとどめる体制を整えております。

　

⑤　内部監査及び監査役監査の状況

当社は、内部監査のための組織として社長直轄の監理室（５名）を設置しております。監理室は当社グ

ループ会社を含めた事業所往査等の監査を通じて適正かつ効率的な業務実施のための改善提案を行って

おり、監査において発見された重要事項については取締役会に報告するとともに改善施策等について指

導・監督を行っております。また、監査役及び会計監査人とも適宜連携を取って内部監査を実施しており

ます。

監査役監査については、その実効性を確保するため、取締役会、ＣＳＲ委員会をはじめ重要な各種会議

に出席し取締役及び使用人に説明を求めることとしており、取締役及び使用人は以下の事項につき速や

かに監査役に報告することとしております。

１．会社の業績や信用に大きな影響を与えるもの、またその恐れのあるもの

２．法令、定款、諸規程及び倫理規程に反する事項

３．その他監査役会が報告すべきと定めた事項

さらに、代表取締役と監査役との定期的な情報交換会を開催しております。

監査役は監査の実施にあたり必要と認める時は、自らの判断で会計士・弁護士・コンサルタントその

他の外部アドバイザーを活用することとしております。

　

⑥　役員報酬の内容

　　　取締役　15名　　　230百万円（当社には社外取締役はおりません。）

　　　監査役　４名　　　 37百万円（うち社外監査役　 ２名　 ７百万円）
　　　

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

有価証券報告書

29/91



⑦　監査報酬の内容

　　　公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬　　22百万円

　　　上記以外の業務に基づく報酬はありません。

　

⑧　会計監査の状況

会計監査については、あずさ監査法人と監査契約を締結しており、当期における業務執行社員は中尾正

孝氏、辰巳幸久氏です。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、その他12名です。

　

⑨　社外監査役との関係

当社の社外監査役である林剛氏は、立命館大学大学院公務研究科教授および㈱アライドマテリアルの

監査役を兼務しています。同社との間に特別な利害関係はありません。小畑英明氏は住友電気工業㈱の社

員（常務執行役員）で、同社との関係は「関連当事者との取引」に記載しております。

社外監査役に対する必要な情報の提供は、取締役会関係の事前説明を含め常勤の監査役が行っており、

総務部が事務局として対応し、取締役会資料等の事前配布を行っております。

　また、当社と各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法423条第1項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項各号

に定める金額の合計額を限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が

その責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

⑩　取締役の員数

当社は、取締役を20名以内とする旨定款に定めております。

　

⑪　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議

は累積投票によらないものとする旨も定款に定めております。

　

⑫　自己の株式の取得の決議要件

当社は、企業環境の変化に応じた機動的な経営を可能にするため、会社法第165条第２項の規定により、

取締役会の決議により、市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨定款に定めております。

　

⑬　中間配当の決議要件

当社は、株主への機動的な利益還元の実施を可能にするため、会社法第454条第５項の規定により、取締

役会の決議により毎年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質権者に対

し、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

　

⑭　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当る多数をもって行う旨定

款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円

滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年４月1日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月1日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年４月1日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月1日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

(3)　当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示して

おります。

　

２．監査証明について

　　当社は、前連結会計年度(平成18年４月1日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月1日

から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月1日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月1日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、あずさ

監査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,093 3,272

　２　受取手形及び売掛金 ※4 29,672 29,428

　３　たな卸資産 7,553 7,194

　４　繰延税金資産 680 625

　５　その他 357 532

　　　貸倒引当金 △ 51 △ 43

　　　流動資産合計 40,30680.9 41,01077.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 ※2 5,326 6,788

　　　　減価償却累計額  3,180 2,145  3,273 3,515

　　(2) 機械装置及び運搬具 1,564 1,679

　　　　減価償却累計額  1,133 430  1,127 552

　　(3) 器具備品 2,331 2,587

　　　　減価償却累計額  1,876 455  2,072 514

　　(4) 土地 ※2 3,012 4,262

　　(5) 建設仮勘定 134 10

　　　有形固定資産合計 6,17812.4 8,85616.7

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウエア 632 1,098

　　(2) 施設利用権等 41 43

　　　無形固定資産合計 673 1.4 1,1412.1

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※3 1,713 1,141

　　(2) 長期貸付金 11 10

　　(3) 繰延税金資産 45 37

　　(4) その他 941 991

　　　　貸倒引当金 △ 50 △ 49

　　　投資その他の資産合計 2,6635.3 2,1314.0

　　　固定資産合計 9,51519.1 12,12922.8

　　　資産合計 49,821100 53,139100
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※4 13,595 14,246

　２　短期借入金 ※2 1,090 1,741

　３　未払法人税等 1,031 805

　４　賞与引当金 657 661

　５　その他 1,137 1,258

　　　流動負債合計 17,51235.2 18,71335.2

Ⅱ　固定負債

　１　繰延税金負債 356 182

　２　退職給付引当金 3 1

　３　役員退職慰労引当金 131 153

　４　その他 14 291

　　　固定負債合計 505 1.0 629 1.2

　　　負債合計 18,01736.2 19,34236.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 5,00110.0 5,0019.4

　２　資本剰余金 5,13710.3 5,1379.6

　３　利益剰余金 21,12842.4 23,66144.5

　４　自己株式 △549△1.1 △551△1.0

　　　株主資本合計 30,71761.6 33,24962.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

544 1.1 246 0.5

　２　繰延ヘッジ損益 △0 △0.0 △0 △0.0

　３　為替換算調整勘定 145 0.3 △ 257△0.5

　　　評価・換算差額等合計 689 1.4 △ 11△0.0

Ⅲ　少数株主持分 395 0.8 558 1.1

　　　純資産合計 31,80363.8 33,79663.6

　　　負債純資産合計 49,821100 53,139100
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 94,143100 97,332100

Ⅱ　売上原価 77,29882.1 79,27481.4

　　　売上総利益 16,84417.9 18,05818.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　荷造運賃 1,252 1,282

　２　役員報酬 281 324

　３　給与諸手当 4,791 4,938

　４　福利厚生費 787 888

　５　賞与引当金繰入額 657 661

　６　退職給付費用 385 370

　７　役員退職慰労
　　　引当金繰入額

32 34

　８　消耗品費 202 258

　９　減価償却費 376 473

　10　賃借料 1,058 1,106

　11　旅費交通費 688 744

　12　通信費 278 259

　13　貸倒引当金繰入額 7 2

　14　その他 1,651 12,45213.2 1,757 13,10413.5

　　　営業利益 4,3924.7 4,9535.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 46 55

　２　受取配当金 20 22

　３　仕入割引 123 154

　４　持分法による投資利益 24 17

　５　為替差益 18 ―

　６　その他 159 393 0.4 208 459 0.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 34 40

　２　売上割引 13 12

　３　投資有価証券評価損 ― 60

　４　会員権評価損 ※1 2 3

　５　固定資産廃却損 6 12

　６　固定資産売却損 38 5

　７　社宅等解約損 10 12

　８　クレーム損失 ― 99

　９　為替差損 ― 186

　10　その他 63 170 0.2 24 458 0.5

　　　経常利益 4,6144.9 4,9545.1

Ⅵ　特別損失

　　　減損損失 ※2 124 124 0.1 84 84 0.1

　　　税金等調整前当期純利益 4,4894.8 4,8695.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,784 1,769

　　　法人税等調整額 18 1,8021.9 56 1,8251.9

　　　少数株主利益 120 0.2 128 0.1

　　　当期純利益 2,5672.7 2,9153.0
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,001 5,137 18,954 △547 28,545

連結会計年度中の変動額

　自己株式の取得 △1 △1

　自己株式の処分 0 0 0

　剰余金の配当 △327 △327

　利益処分による役員賞与 △65 △65

　当期純利益 2,567 2,567

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 2,174 △1 2,172

平成19年３月31日残高(百万円) 5,001 5,137 21,128 △549 30,717

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 577 ― △37 540 245 29,331

連結会計年度中の変動額

　自己株式の取得 △1

　自己株式の処分 0

　剰余金の配当 △327

　利益処分による役員賞与 △65

　当期純利益 2,567

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）

△32 △0 182 149 149 299

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△32 △0 182 149 149 2,471

平成19年３月31日残高(百万円) 544 △0 145 689 395 31,803
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 5,001 5,137 21,128 △549 30,717

連結会計年度中の変動額

　自己株式の取得 △2 △2

　自己株式の処分 0 0 0

　剰余金の配当 △347 △347

　当期純利益 2,915 2,915

　連結子会社増加に伴う
　利益剰余金減少高

△35 △35

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 2,533 △1 2,531

平成20年３月31日残高(百万円) 5,001 5,137 23,661 △551 33,249

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 544 △0 145 689 395 31,803

連結会計年度中の変動額

　自己株式の取得 △2

　自己株式の処分 0

　剰余金の配当 △347

　当期純利益 2,915

　連結子会社増加に伴う
　利益剰余金減少高

△35

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）

△298 △0 △402 △701 163 △537

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△298 △0 △402 △701 163 1,993

平成20年３月31日残高(百万円) 246 △0 △257 △11 558 33,796
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 4,489 4,869

　２　減価償却費 616 744

　３　貸倒引当金の増加額（△は減少額） 60 △9

　４　賞与引当金の増加額（△は減少額） △14 8

　５　退職給付引当金の減少額 △0 △1

　６　役員退職慰労引当金の増加額 5 22

　７　前払年金費用の増加額 △1 △93

　８　持分法による投資利益 △24 △17

　９　投資有価証券売却益 △0 △0

　10　投資有価証券評価損戻入益 △0 ―

　11　投資有価証券評価損 3 60

　12　会員権評価損 2 3

　13　固定資産売却益 △3 △3

　14　固定資産売却損 38 5

　15　固定資産廃却損 12 12

　16　減損損失 124 84

　17　クレーム損失 ― 99

　18　受取利息及び受取配当金 △66 △78

　19　支払利息 34 40

　20　為替差益 △5 △12

　21　売上債権の減少額（△は増加額） △3,035 178

　22　たな卸資産の減少額（△は増加額） △539 298

　23　仕入債務の増加額 888 601

　24　役員賞与の支払額 △65 ―

　25　その他 254 △195

　　　　小計 2,774 6,617

　26　利息及び配当金の受取額 71 81

　27　利息の支払額 △35 △40

　28　クレーム損失による支出 ― △83

　29　法人税等の支払額 △1,545 △2,017

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,263 4,558

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の預入による支出 △0 △0

　２　投資有価証券の売却による収入 6 0

　３　投資有価証券の取得による支出 △6 △86

　４　連結子会社株式の取得による支出 △92 ―

　５　有形固定資産の売却による収入 257 21

　６　有形固定資産の取得による支出 △528 △3,291

　７　貸付金の回収による収入 50 57

　８　貸付による支出 △76 △81

　９　無形固定資産の取得による支出 ― △593

　10　その他 △430 △29

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △819 △4,001

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増加額 218 639

　２　自己株式売却による収入 0 0

　３　自己株式取得による支出 △1 △1

　４　配当金の支払額 △327 △347

　５　少数株主への配当金の支払額 ― △2

　６　セール・アンド・リースバックによる収入 ― 437

　７　リース債務の返済による支出 ― △52

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △111 672

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 87 △95

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 420 1,132

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,672 2,093

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ― 46

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 2,093 3,272

　

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

有価証券報告書

37/91



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社数 14社

連結子会社名は、「第１企業の概

況 ４関係会社の状況」に記載して

いるため省略いたしました。

(1) 連結子会社数 16社

連結子会社名は、「第１企業の概

況 ４関係会社の状況」に記載して

いるため省略いたしました。

テクノアソシエ・チェコ及びネッ

トフォーム・テクノロジーについて

は、重要性が増したことにより、当連

結会計年度より連結子会社に含めて

おります。

(2) 非連結子会社等の名称等

(非連結子会社の名称)

テクノアソシエ・チェコ

ネットフォーム・テクノロ

ジー

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲に含めてお

りません。

(2)         ―――――

 

 

 

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社数２社

持分法適用の関連会社名は、「第

１企業の概況 ４関係会社の状況」

に記載しているため省略いたしまし

た。

(1) 持分法適用の関連会社数２社

持分法適用の関連会社名は、「第

１企業の概況 ４関係会社の状況」

に記載しているため省略いたしまし

た。

(2) 持分法を適用していない非連結子

会社(テクノアソシエ・チェコ、ネッ

トフォーム・テクノロジー)の当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外し

ております。

(2)         ―――――
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうちテクノアソシエ・

シンガポール、Ｔ・Ａ・アメリカ、テク

ノアソシエ・ホンコン、テクノアソシ

エ・メキシコ、テクノアソシエ・エン

ジニアリングのそれぞれの決算日は２

月末日であり、Ｍ・Ｐ・Ｍ、テクノアソ

シエ・タイ、テクノアソシエ・タイワ

ン、テクノアソシエ・シャンハイ、テク

ノアソシエ・ダイレン、エフ・アンド

・ティー・テクノ、テクノアソシエ・

コーシュウの決算日は12月末日であり

ます。

連結財務諸表の作成に当たっては、

各連結子会社の決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上、必要な調整を行っておりま

す。

連結子会社のうちテクノアソシエ・

シンガポール、Ｔ・Ａ・アメリカ、テク

ノアソシエ・ホンコン、テクノアソシ

エ・メキシコ、テクノアソシエ・エン

ジニアリングのそれぞれの決算日は２

月末日であり、Ｍ・Ｐ・Ｍ、テクノアソ

シエ・タイ、テクノアソシエ・タイワ

ン、テクノアソシエ・シャンハイ、テク

ノアソシエ・ダイレン、エフ・アンド

・ティー・テクノ、テクノアソシエ・

コーシュウ、テクノアソシエ・チェコ、

ネットフォーム・テクノロジーの決算

日は12月末日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、

各連結子会社の決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上、必要な調整を行っておりま

す。

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法

(評価差額は、部分純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法

により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

デリバティブ 時価法 同左

たな卸資産 親会社及び国内連結子会社

総平均法による原価法

親会社及び国内連結子会社

同左

在外連結子会社

主として総平均法による原価法

一部の連結子会社については移動

平均法又は先入先出法による低価

法

在外連結子会社

同左

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

有形固定資産 親会社及び国内連結子会社

定率法

ただし、平成10年４月１日以後

に取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法を採用し

ております。

親会社及び国内連結子会社

同左

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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(会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度から、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。

　これに伴い、前連結会計年度と同一の

方法によった場合と比べ、営業利益、経

常利益、税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ32百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。　

(追加情報）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度から、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌連結会計年度か

ら５年間で均等償却する方法によって

おります。

　これに伴い、前連結会計年度と同一の

方法によった場合と比べ、営業利益、経

常利益、税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ13百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。　

在外連結子会社

定額法

在外連結子会社

同左

無形固定資産 親会社及び国内連結子会社

定額法

なお、ソフトウエア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法を

採用しております。

親会社及び国内連結子会社

同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績を基

礎として算出した貸倒率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

同左

賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に備える

ため賞与支給見込額に基づいて計上し

ております。

同左

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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退職給付引当金 親会社、国内連結子会社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。

数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による定額法に

より翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。

過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定額法によ

り費用処理しております。

(追加情報）

親会社、国内連結子会社は、平成18年

10月1日付で適格退職年金制度から確

定給付企業年金制度へ移行し、キャッ

シュバランスプランを導入しておりま

す。この制度の変更に伴い発生した過

去勤務債務（債務の減少）は234百万

円であります。

親会社、国内連結子会社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。

数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による定額法に

より翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。

過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定額法によ

り費用処理しております。

役員退職慰労引当金 親会社において、役員に対する退職

慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく基準額を計上しております。

同左

　(4) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方

法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ　ヘッジ手段　為替予約

ｂ　ヘッジ対象　外貨建予定取引

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ方針

　内部規程に基づき、為替変動リスクを

ヘッジする目的で行っております。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条

件が同一であり、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続して相場変動を完全に相殺

するものと想定することができるた

め、ヘッジの有効性の判断は省略して

おります。

ヘッジ有効性評価の方法

同左

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　　　　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

同左
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５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　当連結会計年度において発生したの

れんは、その金額の重要性が乏しいた

め一時償却しております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左
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会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

　当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準

第4号）を適用しております。 

これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益がそれぞれ49百万円減少して

おります。　

　

―――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。これによる損益に与える影響は

ありません。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は31,408百万円

であります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

　

―――――

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

　当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会最

終改正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８

月11日　企業会計基準適用指針第２号）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

　

―――――
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表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(連結損益計算書)

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含ん

でおりました「投資有価証券評価損」は、営業外費用の

10/100を超えることとなったため、当連結会計年度から

区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含

まれる「投資有価証券評価損」は3百万円であります。

――――― 　(連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含んでおりました「無形固定資産

の取得による支出」は、重要性が増したため、当連結会

計年度から区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「無形固定資産の取得

による支出」は△420百万円であります。

　

注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　１　受取手形裏書譲渡高 2,787百万円　１　受取手形裏書譲渡高 2,102百万円

※２　担保に供している資産

土地 25百万円

建物 86百万円

上記担保資産に対応する債務は、短期借入金67百

万円であります。

※２　担保に供している資産

土地 25百万円

建物 82百万円

上記担保資産に対応する債務は、短期借入金68百

万円であります。

※３　非連結子会社及び関連会社に係る注記

非連結子会社及び関連会社に対するものは以下の

とおりであります。

投資有価証券 231百万円

※３　非連結子会社及び関連会社に係る注記

非連結子会社及び関連会社に対するものは以下の

とおりであります。

投資有価証券 128百万円

※４　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会

計年度末残高に含まれております。

　　受取手形　　　　　　　　352百万円 

　　支払手形　　　　　　　　130百万円 

※４　　　　　　 ―――――
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(連結損益計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　ゴルフ会員権に係るものであります。

　

※１　　　　　　　　　　同左

※２　減損損失　

　　　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上

しました。

　

（単位：百万円）

場所 用途 種類 減損損失

阪奈営業所
土地 102

（大阪府

堺市）

営業用

事務所

及び倉庫

建物及び

構築物
21

その他 0

計 124

　　　(減損損失の認識に至った経緯）

　平成18年12月の取締役会で大阪営業部と大阪機

材部の統合について決議がありました。それに伴

い、大阪営業部管轄の阪奈営業所の営業用事務所

及び倉庫については、売却または賃貸用不動産と

なることが予定されており、売却損の発生及び収

益性の著しい低下が見込まれたため、減損損失を

計上しました。 

　　　(グルーピングの方法) 

　当社グループは原則として営業所を単位として

資産のグルーピングを行っております。また、遊休

資産及び賃貸用不動産については、個々の物件単

位でグルーピングを行っております。

　　　(回収可能価額の算定方法) 

　使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを4.8％で割り引いて算定しております。 

※２　減損損失　

　　　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上

しました。

　

（単位：百万円）

場所 用途 種類 減損損失

彦根営業所
営業用

事務所

及び倉庫

土地 71

（滋賀県

彦根市）

建物及び

構築物
9

その他 0

小計 81

場所 用途 種類 減損損失

川口社宅 賃貸用

不動産

土地 1

（埼玉県

川口市）

建物及び

構築物
1

小計 2

合計 84

　　　(減損損失の認識に至った経緯）

　上記の営業用事務所及び倉庫については、平成19

年８月の取締役会で営業所の統合についての決議

により売却が予定されており、地価の著しい下落

により売却損の発生が見込まれたため、減損損失

を計上しました。また賃貸用不動産につきまして

は、当連結会計年度において売却方針が決定され

ており売却損の発生が見込まれたため、減損損失

を計上しました。

　　　(グルーピングの方法)

　当社グループは原則として営業所を単位として

資産のグルーピングを行っております。また、遊休

資産及び賃貸用不動産については、個々の物件単

位でグルーピングを行っております。

　　　(回収可能価額の算定方法)

　上記の営業用事務所及び倉庫については、使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フロー

を4.8％で割り引いて算定しております。

　また、上記の賃貸用不動産につきましては、正味

売却価額に基づき算定しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,036,400 ――― ――― 20,036,400

　
　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 760,581 1,374 64 761,891

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　1,299株

　持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分　　75株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　株主からの単元未満株式の買増請求による減少　　64株

　
　

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。
　

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日
定時株主総会

普通株式 135 7.00平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年11月７日
決算取締役会

普通株式 192 10.00平成18年９月30日 平成18年12月７日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 154 8.00平成19年３月31日 平成19年６月22日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,036,400 ――― ――― 20,036,400

　
　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 761,891 1,689 82 763,498

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　1,177株

　持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分　　512株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　株主からの単元未満株式の買増請求による減少　　82株

　
　

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。
　

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 154 8.00平成19年３月31日 平成19年６月22日

平成19年11月５日
決算取締役会

普通株式 192 10.00平成19年９月30日 平成19年12月６日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 192 10.00平成20年３月31日 平成20年６月23日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,093百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △0百万円

現金及び現金同等物 2,093百万円
　

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,272百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △0百万円

現金及び現金同等物 3,272百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借手側）

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借手側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

器具備品

(百万円)

取得価額相当額 612

減価償却累計額相当額 294

期末残高相当額 317

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため

支払利子込み法により算定しております。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

器具備品

(百万円)

取得価額相当額 624

減価償却累計額相当額 432

期末残高相当額 191

（注）　　　　　　　　 同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 136百万円

１年超 181百万円

合計 317百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占めるその

割合が低いため支払利子込み法により算定しておりま

す。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 111百万円

１年超 80百万円

合計 191百万円

（注）　　　　　　　　 同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 145百万円

減価償却費相当額 145百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 139百万円

減価償却費相当額 139百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数として残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

2.オペレーティング・リース取引(借手側)

　未経過リース料

１年以内 138百万円

１年超 152百万円

合計 290百万円

2.オペレーティング・リース取引(借手側)

　未経過リース料

１年以内 146百万円

１年超 204百万円

合計 350百万円

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

有価証券報告書

48/91



　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（貸手側）

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（貸手側）

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

運搬具

(百万円)

取得価額 30

減価償却累計額 19

期末残高 10

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

運搬具

(百万円)

取得価額 35

減価償却累計額 17

期末残高 17

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4百万円

１年超 5百万円

合計 10百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5百万円

１年超 11百万円

合計 17百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業債

権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込

み法により算定しております。

同左

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 6百万円

減価償却費 5百万円

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 6百万円

減価償却費 4百万円

2.オペレーティング・リース取引(貸手側)

　未経過リース料

１年以内 11百万円

１年超 5百万円

合計 17百万円

2.オペレーティング・リース取引(貸手側)

　未経過リース料

１年以内 5百万円

合計 5百万円
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

(1) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

　株式 529 1,409 880

計 529 1,409 880

　

(2) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

　株式 12 10 △1

計 12 10 △1

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資

有価証券評価損1百万円を計上しております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 (平成19年３月31日)
　

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 61

計 61

　
当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

(1) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

　株式 384 770 386

計 384 770 386

　

(2) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

　株式 190 181 △8

計 190 181 △8

（注）当社グループの減損処理にあたっては、期末における時価が取得価額に比べ30％超下落した場合には、すべて

減損処理を行っており、当連結会計年度における減損処理については、投資有価証券評価損53百万円を計上し

ております。なお、表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 (平成20年３月31日)
　

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 61

計 61

次へ
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①　取引の内容及び利用目的等

通常の営業過程における輸出及び輸入取引の為替

相場の変動によるリスクを軽減するため、為替予約

取引を行っております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段　　為替予約

ｂ．ヘッジ対象　　外貨建予定取引

(3) ヘッジ方針

内部規定に基づき、為替変動リスクをヘッジする

目的で行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を

完全に相殺するものと想定することができるため、

ヘッジの有効性の判断は省略しております。

①　取引の内容及び利用目的等

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

②　取引に対する取組方針

通貨関連のデリバティブ取引については、主とし

て外貨建の売上契約及び仕入契約をヘッジするため

のものであるため、外貨建売掛金及び買掛金、成約高

の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。

②　取引に対する取組方針

同左

③　取引に係るリスクの内容

為替予約取引には、為替相場の変動によるリスク

を有しております。

なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い金融機関であるため、相手先の契約不履行

によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断

しております。

③　取引に係るリスクの内容

同左

④　取引に係るリスク管理体制

デリバディブ取引の執行及び管理については、内

部規定に従い、経理部門が決裁責任者の承認を得て

行っております。

④　取引に係るリスク管理体制

同左
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末(平成19年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１　通貨関係

　

種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引

　　売建 449 ― 446 2

合計 449 ― 446 2

(注) １　時価の算定方法

　　　為替予約取引……先物為替相場によっております。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

　

当連結会計年度末(平成20年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１　通貨関係

　

種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引

売建

米ドル 398 ― 376 21

香港ドル 10 ― 9 0

シンガポール
ドル

18 ― 18 0

買建

香港ドル 53 ― 51 △1

合計 480 ― 455 21

(注) １　時価の算定方法

　　　為替予約取引……先物為替相場によっております。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、従来、確定給付型の制

度として厚生年金基金制度（総合設立型）及び適格

年金制度を採用しておりましたが、平成18年10月1日

付けで適格年金制度から確定給付企業年金制度へ移

行し、キャッシュバランスプランを導入しておりま

す。

　一部の海外子会社においては確定拠出型の退職金

制度を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して厚生年金基金制度（総合設立型）及び確定給付

企業年金制度を採用し、キャッシュバランスプラン

を導入しております。

　一部の海外子会社においては確定拠出型の退職金

制度を採用しております。

　当社グループの加入する厚生年金基金（代行部分

を含む）は総合設立方式であり、自社の拠出に対応

する年金資産の額を合理的に計算することが出来な

いため、退職給付に係る会計基準（企業会計審議

会：平成10年６月16日）注解12（複数事業主制度の

企業年金について）により、年金基金への要拠出額

を退職給付費用として処理しております。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理してい

る複数事業主制度に関する事項は以下のとおりであ

ります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項

（平成19年３月31日現在）

年金資産の額 55,860百万円

年金財政計算上の

給付債務の額
51,542百万円

差引額 4,318百万円

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

　　（自　平成20年３月１日　至　平成20年３月31日）

9.1％

（3）補足説明

上記１の差引額の主な要因は、年金財政計算上

の過去勤務債務残高6,926百万円であります。本制

度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の

元利均等償却であり、当社グループは、当期の連結

財務諸表上、特別掛金58百万円を費用処理してお

ります。

　なお、上記（2）の割合は当社グループの実際の

負担割合とは一致いたしません。

２　退職給付債務に関する事項

(1) 確定給付企業年金制度

①退職給付債務 △3,508百万円

②年金資産 3,849百万円

③未積立退職給付債務 341百万円

④未認識過去勤務債務 △226百万円

⑤未認識数理計算上の差異 △0百万円

⑥連結貸借対照表計上額純額 114百万円

⑦前払年金費用 118百万円

⑧退職給付引当金 △3百万円
　

２　退職給付債務に関する事項

(1) 確定給付企業年金制度

①退職給付債務 △3,555百万円

②年金資産 3,352百万円

③未積立退職給付債務 △203百万円

④未認識過去勤務債務 △210百万円

⑤未認識数理計算上の差異 623百万円

⑥連結貸借対照表計上額純額 209百万円

⑦前払年金費用 211百万円

⑧退職給付引当金 △1百万円
　

(2) 厚生年金基金制度

年金資産 4,941百万円
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　退職給付費用に関する事項

(1) 確定給付企業年金制度

①勤務費用 173百万円

②利息費用 59百万円

③期待運用収益 △35百万円

④過去勤務債務の費用処理額 △7百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理
額

23百万円

⑥退職給付費用 212百万円
　

３　退職給付費用に関する事項

(1) 確定給付企業年金制度

①勤務費用 171百万円

②利息費用 56百万円

③期待運用収益 △38百万円

④過去勤務債務の費用処理額 △15百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理
額

17百万円

⑥退職給付費用 190百万円
　

(2) 厚生年金基金制度

退職給付費用 159百万円

(2) 厚生年金基金制度

退職給付費用 164百万円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 確定給付企業年金制度

①割引率 1.6％

②期待運用収益率 1.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④過去勤務債務の処理年数 15年

⑤数理計算上の差異の処理年数 15年

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 確定給付企業年金制度

①割引率 1.5％

②期待運用収益率 1.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④過去勤務債務の処理年数 15年

⑤数理計算上の差異の処理年数 15年

（追加情報）

　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14

号　平成19年５月15日）を適用しております。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

商品評価損 128百万円

固定資産評価損 27百万円

投資有価証券評価損 31百万円

貸倒引当金 13百万円

賞与引当金 237百万円

役員退職慰労引当金 53百万円

未払事業税 76百万円

未実現利益 41百万円

減損損失 186百万円

その他 290百万円

繰延税金資産小計 1,087百万円

評価性引当額 △320百万円

繰延税金資産合計 767百万円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

商品評価損 135百万円

固定資産評価損 21百万円

投資有価証券評価損 52百万円

貸倒引当金 14百万円

賞与引当金 237百万円

未払事業税 65百万円

未実現利益 38百万円

減損損失 218百万円

その他 285百万円

繰延税金資産小計 1,067百万円

評価性引当額 △348百万円

繰延税金資産合計 719百万円
　

(繰延税金負債)

前払年金費用 △47百万円

特別償却準備金 △1百万円

その他有価証券評価差額金 △335百万円

その他 △11百万円

繰延税金負債合計 △397百万円

繰延税金資産の純額 369百万円
　

(繰延税金負債)

前払年金費用 △85百万円

その他有価証券評価差額金 △139百万円

その他 △14百万円

繰延税金負債合計 △238百万円

繰延税金資産の純額 480百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.64％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.74％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.21％

住民税均等割等

評価性引当額

1.16％

7.13％

その他 △9.32％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

40.14％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.64％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.65％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.21％

住民税均等割等

評価性引当額

1.07％

7.17％

その他 △11.83％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

37.49％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

鋲螺
(百万円)

加工品
(百万円)

金属・電材・
化成品
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
19,874 51,078 17,576 5,614 94,143 ― 94,143

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― (―) ―

計 19,874 51,078 17,576 5,614 94,143(―) 94,143

営業費用 18,538 48,784 17,030 5,397 89,751(―) 89,751

営業利益 1,335 2,293 546 217 4,392 (―) 4,392

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

　　及び資本的支出

資産 13,336 27,049 6,925 2,510 49,821 ― 49,821

減価償却費 142 295 111 51 601 ― 601

減損損失 29 71 18 5 124 ― 124

資本的支出 234 484 168 69 956 ― 956

(注) １　事業区分の方法

　　　事業区分は売上集計区分によっております。

２　各事業区分の主要商品
　

事業区分 主要商品

鋲螺 鉄・黄銅・ステンレス等のねじ、ボルト、ナット、ワッシャー類

加工品 各種金属素材を加工した特殊設計品、セット品、組立品

金属 伸銅品、軽金属、特殊鋼等の金属素材

電材 電子部品材料、化合物半導体、超硬工具等

化成品 自動車用防振ゴム・ホース及び組立電線、工業用テープ、樹脂製品、その他

その他 各種産業用省力機器、 その他
　

３　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額を含めておりません。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

鋲螺
(百万円)

加工品
(百万円)

金属・電材・
化成品
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
22,414 51,281 17,082 6,553 97,332 ― 97,332

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― (―) ―

計 22,414 51,281 17,082 6,553 97,332(―) 97,332

営業費用 20,740 48,976 16,484 6,177 92,378(―) 92,378

営業利益 1,674 2,305 598 376 4,953 (―) 4,953

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

　　及び資本的支出

資産 13,861 28,023 7,607 3,647 53,139 ― 53,139

減価償却費 153 326 128 61 668 ― 668

減損損失 18 47 13 4 84 ― 84

資本的支出 908 2,189 650 252 4,001 ― 4,001

(注) １　事業区分の方法

　　　事業区分は売上集計区分によっております。

２　各事業区分の主要商品
　

事業区分 主要商品

鋲螺 鉄・黄銅・ステンレス等のねじ、ボルト、ナット、ワッシャー類

加工品 各種金属素材を加工した特殊設計品、セット品、組立品

金属 伸銅品、軽金属、特殊鋼等の金属素材

電材 電子部品材料、化合物半導体、超硬工具等

化成品 自動車用防振ゴム・ホース及び組立電線、工業用テープ、樹脂製品、その他

その他 各種産業用省力機器、 その他
　

３　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額を含めておりません。

４　会計方針の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４会計処理基準に関する事項」（会計方針の変更）に
記載のとおり、当連結会計年度から、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更しております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較して営業費用が、「鋲螺事業」で7百万円、「加工品事業」で18百万
円、「金属・電材・化成品事業」で5百万円、「その他事業」で1百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少し
ております。

５　追加情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４会計処理基準に関する事項」（追加情報）に記載の
とおり、当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終
了した翌連結会計年度から５年間で均等償却する方法によっております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較して営業費用が、「鋲螺事業」で2百万円、「加工品事業」で7百万
円、「金属・電材・化成品事業」で2百万円、「その他事業」で0百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少し
ております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
日本
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

76,304 17,839 94,143 ― 94,143

(2) セグメント間の内部
売上高

3,312 2,372 5,684 (5,684)―

計 79,616 20,211 99,828 (5,684) 94,143

営業費用 76,623 18,750 95,373 (5,622) 89,751

営業利益 2,992 1,461 4,454 (61) 4,392

Ⅱ　資産 42,670 9,220 51,890 (2,069) 49,821

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　(1) 北米　　　・・・米国・メキシコ

　　　(2) 東南アジア・・・シンガポール・マレーシア・タイ

　　　(3) 東アジア　・・・中国(香港を含む)・台湾

　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
日本
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

78,524 18,807 97,332 ― 97,332

(2) セグメント間の内部
売上高

3,502 4,373 7,875 (7,875)―

計 82,027 23,181 105,208 (7,875) 97,332

営業費用 78,948 21,322 100,270 (7,892) 92,378

営業利益 3,078 1,858 4,937 16 4,953

Ⅱ　資産 45,247 10,759 56,007 (2,867) 53,139

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　(1) 北米　　　・・・米国・メキシコ

　　　(2) 東南アジア・・・シンガポール・マレーシア・タイ

　　　(3) 東アジア　・・・中国(香港を含む)・台湾

　　　(4) 欧州　　　・・・英国・チェコ

３　会計方針の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４会計処理基準に関する事項」（会計方針の変更）
に記載のとおり、当連結会計年度から、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法
に基づく減価償却の方法に変更しております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較して営業費用が、「日本」で32百万円増加し、営業利益は同額減少
しております。

４ 　追加情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４会計処理基準に関する事項」（追加情報）に記載
のとおり、当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却
が終了した翌連結会計年度から５年間で均等償却する方法によっております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較して営業費用が、「日本」で13百万円増加し、営業利益は同額減少
しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

Ⅰ　海外売上高(百万円) Ⅱ　連結売上高(百万円)
Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

18,089 94,143 19.2

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　海外売上高に含まれる主な国又は地域

　　 (1) 北米　　　・・・米国・メキシコ

　　 (2) 東南アジア・・・シンガポール・マレーシア・タイ

　　 (3) 東アジア　・・・中国(香港を含む)・台湾

４　各セグメントの売上高がいずれも連結売上高の10％未満である為、セグメント毎の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

Ⅰ　海外売上高(百万円) Ⅱ　連結売上高(百万円)
Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

18,976 97,332 19.5

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　海外売上高に含まれる主な国又は地域

　　 (1) 北米　　　・・・米国・メキシコ

　　 (2) 東南アジア・・・シンガポール・マレーシア・タイ

　　 (3) 東アジア　・・・中国(香港を含む)・台湾

　　　(4) 欧州　　　・・・英国・チェコ

４　各セグメントの売上高がいずれも連結売上高の10％未満である為、セグメント毎の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

(注)　取引金額は消費税抜きで、期末残高は消費税込みで表示しております。

　

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の被所有
(所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

住友電気
工業㈱

大阪市
中央区

96,784

電線・ケー
ブル・特殊
金属線・粉
末合金製品
等の製造・
販売

被所有
直接

35.0
間接

0.2
(所有)
　直接　　

―

(転籍)
8名

産業用省
力機器等
の販売
電子部品
材料等の
仕入

営業取引

産業機器
等の販売

305売掛金 36

電子部品
材料等の
仕入

498

買掛金 66

支払手形 174

裏書手形 8

(注)　役員の兼務等は当社が、住友電気工業㈱から転籍をうけているものであります。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

　

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

(3) 子会社等

該当事項はありません。

　

(4) 兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社

東海ゴム
工業㈱

小牧市 12,145防振ゴム・
ホース等の
製造・販売

住友電気工業
㈱の子会社
　所有
　　直接

0.1
　(被所有)
　　(直接)

(0.1)

なし アルミ部
品等の販
売
防振ゴム
・ホース
等の仕入

営業取引

アルミ部
品等の販
売

1,023売掛金 458

防振ゴム
・ホース
等の仕入

1,920買掛金 746

取引条件ないし取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

　

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

有価証券報告書

60/91



当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の被所有
(所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

住友電気
工業㈱

大阪市
中央区

96,913

電線・ケー
ブル・特殊
金属線・粉
末合金製品
等の製造・
販売

被所有
直接

35.0
間接

0.2
(所有)
　直接　　

0.0

(転籍)
6名

産業用省
力機器等
の販売
電子部品
材料等の
仕入

営業取引

産業機器
等の販売

210売掛金 55

電子部品
材料等の
仕入

860

買掛金 109

支払手形 300

裏書手形 9

(注)　役員の兼務等は当社が、住友電気工業㈱から転籍をうけているものであります。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

　

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

(3) 子会社等

該当事項はありません。

　

(4) 兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社

東海ゴム
工業㈱

小牧市 12,145防振ゴム・
ホース等の
製造・販売

住友電気工業
㈱の子会社
　所有
　　直接

0.1
　(被所有)
　　(直接)

(0.1)

なし アルミ部
品等の販
売
防振ゴム
・ホース
等の仕入

営業取引

アルミ部
品等の販
売

1,386売掛金 613

防振ゴム
・ホース
等の仕入

1,982買掛金 915

取引条件ないし取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

　

(企業結合等関係)

　　 前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

　　 当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,629.50円１株当たり純資産額 1,724.60円

１株当たり当期純利益 133.19円１株当たり当期純利益 151.28円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

　当期純利益 2,567百万円 2,915百万円

　普通株主に帰属しない金額 －　百万円 －　百万円

　普通株式に係る当期純利益 2,567百万円 2,915百万円

　普通株式の期中平均株式数 19,275千株 19,273千株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,090 1,741 1.40 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,090 1,741 ― ―

(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

第78期
(平成19年３月31日)

第79期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 83 159

　２　受取手形 ※４ 3,307 3,282

　３　売掛金 ※１ 24,469 24,350

　４　商品 5,242 4,900

　５　前払費用 29 14

　６　繰延税金資産 518 508

　７　短期貸付金 ※１ 135 153

　８　その他 98 152

　　　貸倒引当金 △30 △30

　　　流動資産合計 33,85579.9 33,49374.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 4,016 5,445

　　　　減価償却累計額 2,457 1,558 2,547 2,898

　　(2) 構築物 170 269

　　　　減価償却累計額 132 37 138 131

　　(3) 機械装置 129 218

　　　　減価償却累計額 101 27 98 119

　　(4) 車両運搬具 120 121

　　　　減価償却累計額 103 17 106 15

　　(5) 器具備品 1,986 2,201

　　　　減価償却累計額 1,632 353 1,808 393

　　(6) 土地 2,616 3,886

　　(7) 建設仮勘定 134 ―

　　　　有形固定資産合計 4,74611.2 7,44416.6

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウエア 615 1,085

　　(2) 施設利用権等 39 39

　　　無形固定資産合計 655 1.5 1,1252.5

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 1,479 976

　　(2) 関係会社株式 821 855

　　(3) 出資金 0 0

　　(4) 長期貸付金 3 2

　　(5) 従業員長期貸付金 8 7

　　(6) 破産更生債権等 13 12

　　(7) 長期前払費用 157 246

　　(8) 長期差入保証金 502 476

　　(9) その他 180 177

　　　貸倒引当金 △49 △ 49

　　　投資その他の資産合計 3,1187.4 2,7066.1

　　　固定資産合計 8,51920.1 11,27625.2

　　　資産合計 42,375100 44,770100
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　 第78期
(平成19年３月31日)

第79期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※1,4 2,376 3,017

　２　買掛金 ※１ 10,154 10,013

　３　短期借入金 ※１ 902 1,701

　４　未払金 ※１ 596 545

　５　未払法人税等 916 637

　６　未払費用 207 234

　７　前受金 26 24

　８　預り金 24 42

　９　賞与引当金 570 570

　10　その他 ― 107

　　　流動負債合計 15,77637.2 16,89337.7

Ⅱ　固定負債

Ⅰ　繰延税金負債 347 171

２　役員退職慰労引当金 131 153

３　その他 10 287

　　　固定負債合計 489 1.2 612 1.4

　　　負債合計 16,26538.4 17,50539.1

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 5,00111.8 5,00111.2

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 5,137 5,137

　　(2) その他資本剰余金 0 0

　　　資本剰余金合計 5,13712.1 5,13711.4

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 369 369

　　(2) その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 2 ―

　　　　別途積立金 13,754 15,074

　　　　繰越利益剰余金 1,835 1,973

　　　利益剰余金合計 15,96137.7 17,41638.9

　４　自己株式 △535△1.3 △ 536△1.2

　　　株主資本合計 25,56560.3 27,01860.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

544 1.3 246 0.6

　２　繰延ヘッジ損益 △0 △0.0 △0 △0.0

　　　評価・換算差額等合計 544 1.3 246 0.6

　　　純資産合計 26,10961.6 27,26460.9

　　　負債・純資産合計 42,375100 44,770100
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② 【損益計算書】

　
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 80,200100 80,596100
Ⅱ　売上原価
　１　商品期首たな卸高 4,896 5,242
　２　当期商品仕入高 67,937 67,215
　３　商品期末たな卸高 5,242 67,59184.3 4,900 67,55783.8
　　　売上総利益 12,60815.7 13,03816.2
Ⅲ　販売費及び一般管理費
　１　荷造運賃 896 928
　２　役員報酬 226 264
　３　給与諸手当 3,511 3,593
　４　福利厚生費 620 653
　５　賞与引当金繰入額 570 570
　６　退職給付費用 363 347
　７　役員退職慰労
　　　引当金繰入額

32 34

　８　消耗品費 134 173
　９　減価償却費 256 346
　10　賃借料 908 919
　11　旅費交通費 523 564
　12　通信費 199 180
　13　貸倒引当金繰入額 2 2
　14　その他 1,370 9,61712.0 1,372 9,95212.4
　　　営業利益 2,9913.7 3,0863.8
Ⅳ　営業外収益
　１　受取利息 ※１ 5 7
　２　受取配当金 ※１ 106 112
　３　仕入割引 122 153

　４　為替差益 13 －

　５　賃貸料収入 ※１ 28 29
　６　雑収入 ※１ 90 366 0.4 123 426 0.5
Ⅴ　営業外費用
　１　支払利息 13 30
　２　売上割引 12 12

　３　投資有価証券評価損 1 60

　４　会員権評価損 ※２ 1 3
　５　固定資産廃却損 30 6
　６　固定資産売却損 38 0
　７　社宅等解約損 10 12
　８　為替差損 － 134
　９　雑損失 6 115 0.1 19 280 0.3
　　　経常利益 3,2424.0 3,2324.0
Ⅵ　特別損失
　　　減損損失 ※３ 124 124 0.1 84 84 0.1
　　　税引前当期純利益 3,1173.9 3,1473.9
　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

1,410 1,315

　　　法人税等調整額 2 1,4121.8 30 1,3451.7
　　　当期純利益 1,7042.1 1,8012.2
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③ 【株主資本等変動計算書】

第78期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,001 5,137 0 5,137

事業年度中の変動額

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　剰余金の配当

　利益処分による役員賞与

　当期純利益

　特別償却準備金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 5,001 5,137 0 5,137
　

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計特別償却
準備金

別途積立金 繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 369 27 12,774 1,480 14,650

事業年度中の変動額

　自己株式の取得

　自己株式の処分

　剰余金の配当 △327 △327

　利益処分による役員賞与 △65 △65

　当期純利益 1,704 1,704

　特別償却準備金の取崩 △24 24 ―

　別途積立金の積立 980 △980 ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）

―

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― △24 980 355 1,311

平成19年３月31日残高(百万円) 369 2 13,754 1,835 15,961
　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
繰延ヘッジ 

損益

評価・換算

差額等合計
有価証券

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) △533 24,255 577 ― 577 24,832

事業年度中の変動額

　自己株式の取得 △1 △1 △1

　自己株式の処分 0 0 0

　剰余金の配当 △327 △327

　利益処分による役員賞与 △65 △65

　当期純利益 1,704 1,704

　特別償却準備金の取崩 ― ―

　別途積立金の積立 ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）

― △32 △0 △32 △32

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△1 1,309 △32 △0 △32 1,276

平成19年３月31日残高(百万円) △535 25,565 544 △0 544 26,109
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第79期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 5,001 5,137 0 5,137

事業年度中の変動額

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　剰余金の配当

　当期純利益

　特別償却準備金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 0 0

平成20年３月31日残高(百万円) 5,001 5,137 0 5,137
　

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計特別償却
準備金

別途積立金 繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 369 2 13,754 1,835 15,961

事業年度中の変動額

　自己株式の取得

　自己株式の処分

　剰余金の配当 △347 △347

　当期純利益 1,801 1,801

　特別償却準備金の取崩 △2 2 ―

　別途積立金の積立 1,320 △1,320 ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― △2 1,320 137 1,454

平成20年３月31日残高(百万円) 369 ― 15,074 1,973 17,416
　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
繰延ヘッジ 

損益

評価・換算

差額等合計
有価証券

評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) △535 25,565 544 △0 544 26,109

事業年度中の変動額

　自己株式の取得 △1 △1 △1

　自己株式の処分 0 0 0

　剰余金の配当 △347 △347

　当期純利益 1,801 1,801

　特別償却準備金の取崩 ― ―

　別途積立金の積立 ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）

△298 △0 △298 △298

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△1 1,453 △298 △0 △298 1,155

平成20年３月31日残高(百万円) △536 27,018 246 △0 246 27,264
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重要な会計方針
　

項目
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法

(評価差額は、部分純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法

により算定)

時価のないもの

総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

　

　

時価のないもの

同左

２　デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

総平均法による原価法 同左

４　固定資産の減価償却方法

有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以後に取

得した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しております。

同左

(会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度か

ら、平成19年４月１日以降に取得した

ものについては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しております。

　これに伴い、前事業年度と同一の方法

によった場合と比べ、営業利益、経常利

益、税引前当期純利益がそれぞれ32百

万円減少しております。

(追加情報）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度か

ら、平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌事業年度から５年間

で均等償却する方法によっておりま

す。

　これに伴い、前事業年度と同一の方法

によった場合と比べ、営業利益、経常利

益、税引前当期純利益がそれぞれ13百

万円減少しております。

無形固定資産 定額法

なお、ソフトウエア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。

同左

長期前払費用 均等額償却 同左
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項目
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績を基

礎として算定した貸倒率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

同左

賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額に基づいて計上

しております。

同左

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。

数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による定額法に

より翌期から費用処理することとして

おります。

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法により

費用処理しております。 

（追加情報） 

　当社は、平成18年10月1日付で適格退

職年金制度から確定給付企業年金制度

へ移行し、キャッシュバランスプラン

を導入しております。この制度の変更

に伴い発生した過去勤務債務（債務の

減少）は229百万円であります。

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上して

おります。

数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法によ

り翌期から費用処理することとしてお

ります。

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法により

費用処理しております。 

役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく基準額を計上

しております。

同左

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

項目
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ　ヘッジ手段　為替予約

ｂ　ヘッジ対象　外貨建予定取引

同左

ヘッジ方針

内部規程に基づき、為替変動リスク

をヘッジする目的で行っております。

同左
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ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条

件が同一であり、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続して相場変動を完全に相殺

するものと想定することができるた

め、ヘッジの有効性の判断は省略して

おります。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

同左
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会計処理の変更

　
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準）　　　　　　 

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第4号）

を適用しております。 

これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益がそれぞれ49百万円減少しておりま

す。 

　

―――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。これによる損益に与える影響は

ありません。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は26,109百万円

であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

　

―――――

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

　当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最終

改正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８月11

日　企業会計基準適用指針第２号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。

―――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
第78期

(平成19年３月31日)
第79期

(平成20年３月31日)

※１　関係会社に係る注記

区分掲記した科目以外の関係会社に対する資産・

負債

売掛金 987百万円

短期貸付金 89百万円

支払手形 174百万円

買掛金 488百万円

未払金 14百万円

※１　関係会社に係る注記

区分掲記した科目以外の関係会社に対する資産・

負債

売掛金 1,078百万円

短期貸付金 82百万円

支払手形 300百万円

買掛金 565百万円

短期借入金 65百万円

未払金 49百万円

　２　偶発債務

子会社の銀行借入金に
対する債務保証額

53百万円

　２　偶発債務

　　―――――

　３　裏書手形譲渡高 2,787百万円

　　　(うち関係会社に対するもの) (8)百万円

　３　裏書手形譲渡高 2,102百万円

　　　(うち関係会社に対するもの) (9)百万円

※４　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末残

高に含まれております。 

　　受取手形　　　　　　　　352百万円

　　支払手形　　　　　　　　130百万円 

　

※４　　　　　　　　―――――
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(損益計算書関係)

　
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　営業外収益のうち関係会社との取引は下記のとお

りであります。

受取利息 1百万円

受取配当金 86百万円

賃貸料収入 11百万円

雑収入 1百万円

※１　営業外収益のうち関係会社との取引は下記のとお

りであります。

受取利息 1百万円

受取配当金 85百万円

賃貸料収入 11百万円

雑収入 5百万円

※２　ゴルフ会員権に係るものであります。 ※２　　　　　　　　　 同左

※３　減損損失　

　　　当社は、以下の資産について減損損失を計上しまし

た。

　

（単位：百万円）

場所 用途 種類 減損損失

阪奈営業所
土地 102

（大阪府

堺市）

営業用

事務所

及び倉庫

建物及び

構築物
21

その他 0

計 124

　　　(減損損失の認識に至った経緯）

　平成18年12月の取締役会で大阪営業部と大阪機

材部の統合について決議がありました。それに伴

い、大阪営業部管轄の阪奈営業所の営業用事務所

及び倉庫については、売却または賃貸用不動産と

なることが予定されており、売却損の発生及び収

益性の著しい低下が見込まれたため、減損損失を

計上しました。

　　　(グルーピングの方法) 

　当社は原則として営業所を単位として資産のグ

ルーピングを行っております。また、遊休資産及び

賃貸用不動産については、個々の物件単位でグ

ルーピングを行っております。

　　　(回収可能価額の算定方法) 

　使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを4.8％で割り引いて算定しております。 

※３　減損損失　　

　　　当社は、以下の資産について減損損失を計上しまし

た。

　

（単位：百万円）

場所 用途 種類 減損損失

彦根営業所
営業用

事務所

及び倉庫

土地 71

（滋賀県

　彦根市）

建物及び

構築物
9

その他 0

小計 81

場所 用途 種類 減損損失

川口社宅 賃貸用

不動産

土地 1

（埼玉県

　川口市）

建物及び

構築物
1

小計 2

合計 84

　　　(減損損失の認識に至った経緯）

　上記の営業用事務所及び倉庫については、平成19

年８月の取締役会で営業所の統合についての決議

により売却が予定されており、地価の著しい下落

により売却損の発生が見込まれたため、減損損失

を計上しました。また賃貸用不動産につきまして

は、当事業年度において売却方針が決定されてお

り売却損の発生が見込まれたため、減損損失を計

上しました。

　　　(グルーピングの方法) 

　当社は原則として営業所を単位として資産のグ

ルーピングを行っております。また、遊休資産及び

賃貸用不動産については、個々の物件単位でグ

ルーピングを行っております。

　　　(回収可能価額の算定方法) 

　上記の営業用事務所及び倉庫については、使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フロー

を4.8％で割り引いて算定しております。

　また、上記の賃貸用不動産につきましては、正味

売却価額に基づき算定しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

第78期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 742,515 1,299 64 743,750

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　1,299株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　株主からの単元未満株式の買増請求による減少　　　64株

　

第79期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 743,750 1,177 82 744,845

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　1,177株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　株主からの単元未満株式の買増請求による減少　　　82株
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(リース取引関係)

　
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借手側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借手側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

車両
運搬具
(百万円)

器具備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

426 603 1,029

減価償却
累計額相当額

201 290 492

期末残高
相当額

224 312 537

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が

低いため支払利子込み法により算定しておりま

す。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

車両
運搬具
(百万円)

器具備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

386 613 1,000

減価償却
累計額相当額

170 427 597

期末残高
相当額

216 186 402

同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 219百万円

１年超 317百万円

合計 537百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため支払利子込み法により

算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 192百万円

１年超 209百万円

合計 402百万円

同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 230百万円

減価償却費相当額 230百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 233百万円

減価償却費相当額 233百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数として残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当事業年度(自平成19年４月１日　至平成

20年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
第78期

(平成19年３月31日)
第79期

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

商品評価損 128百万円

投資有価証券評価損 31百万円

賞与引当金 231百万円

役員退職慰労引当金 53百万円

未払事業税 74百万円

減損損失 186百万円

その他 171百万円

繰延税金資産小計 877百万円

評価性引当額 △320百万円

繰延税金資産合計 557百万円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

商品評価損 134百万円

投資有価証券評価損 52百万円

賞与引当金 231百万円

役員退職慰労引当金 62百万円

未払事業税 61百万円

減損損失 218百万円

その他 　150百万円

繰延税金資産小計 910百万円

評価性引当額 △349百万円

繰延税金資産合計 561百万円
　

(繰延税金負債)

前払年金費用 △47百万円

特別償却準備金 △1百万円

その他有価証券評価差額金 △335百万円

その他 △0百万円

繰延税金負債合計 △386百万円

繰延税金資産の純額  171百万円
　

(繰延税金負債)

前払年金費用 △85百万円

その他有価証券評価差額金 △139百万円

繰延税金負債合計 △224百万円

繰延税金資産の純額 336百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.64％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.06％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.31％

住民税均等割等

評価性引当額

1.66％

10.27％

その他 △7.99％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

45.33％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.64％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.00％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.32％

住民税均等割等

評価性引当額

1.64％

11.09％

その他 △11.30％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

42.75％

　

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,353.34円１株当たり純資産額 1,413.29円

１株当たり当期純利益 88.33円１株当たり当期純利益 93.41円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定の基礎は、以下のとおりであります。

　
第78期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第79期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

　当期純利益 1,704百万円 1,801百万円

　普通株主に帰属しない金額 ―　百万円 ―　百万円

　普通株式に係る当期純利益 1,704百万円 1,801百万円

　普通株式の期中平均株式数 19,293千株 19,291千株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】
　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

東海ゴム工業㈱ 100,380 144

㈱ニフコ 51,815 118

㈱コミューチュア 215,762 97

㈱三井住友
フィナンシャルグループ

116 76

日東精工㈱ 148,692 59

住友信託銀行㈱ 70,777 48

㈱富山第一銀行 60,375 47

㈱不二越 123,118 46

㈱名古屋銀行 69,308 42

日産車体㈱ 50,000 38

その他　５８銘柄 700,054 257

計 1,590,398 976
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 4,016 1,461 32
(10)

5,445 2,547 105 2,898

　構築物 170 102 3
(0)

269 138 8 131

　機械装置 129 98 9 218 98 5 119

　車両運搬具 120 6 6 121 106 8 15

　器具備品 1,986 279 64
(0)

2,201 1,808 234 393

　土地 2,616 1,349 79
(73)

3,886 － － 3,886

　建設仮勘定 134 － 134 － － － －

有形固定資産計 9,174 3,297 329
(84)

12,142 4,698 363 7,444

無形固定資産

　ソフトウェア 971 1,142 554 1,560 474 121 1,085

　施設利用権等 40 － 0 40 0 0 39

無形固定資産計 1,012 1,142 554 1,601 475 121 1,125

長期前払費用 91 12 3 100 62 13 37

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　　１.当期償却額には、売上原価に算入した償却費165百万円を含んでおります。

２.上記の長期前払費用は、前払年金費用を除いて記載しております。
　３.当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物　　　　　大阪営業部　  　    912百万円
　　　彦根営業所　  　　　258百万円
　　　刈谷営業所　 　　　 280百万円

構築物　　　　大阪営業部 　　　　  46百万円
　　　彦根営業所　 　　　  33百万円
　　　刈谷営業所　  　　　 20百万円

土地　　　　　大阪営業部　　　　1,349百万円
ソフトウェア　新システム関連　　　547百万円

　４.当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウェア　完成品への振替　　　547百万円

　５.当期減少額のうち(　)内は内書きで減損損失の計上額であります。
　

【引当金明細表】
　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 79 33 3 30 79

賞与引当金 570 570 570 ― 570

役員退職慰労引当金 131 34 12 ― 153

(注)　　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、前事業年度の一般債権に対する引当金の洗替による取崩額30百万円、債権回
収額0百万円であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 2

預金

当座預金 134

普通預金 14

別段預金 0

郵便貯金 7

計 156

合計 159

②　受取手形

(イ) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱勝光社 115

日星電気㈱ 111

㈱カシイ 70

山洋電気㈱ 60

ケイテック㈱ 59

その他(難波プレス工業㈱　他) 2,865

計 3,282

　

(ロ) 期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成20年４月 417

平成20年５月 771

平成20年６月 1,023

平成20年７月 697

平成20年８月 308

平成20年９月以降 64

計 3,282
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③　売掛金

(イ) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 1,344

埼玉日本電気㈱ 1,143

ＳＴプロダクツ㈱ 1,066

㈱ニフコ 831

京セラ㈱ 808

その他(東海ゴム工業㈱　他) 19,155

計 24,350

　

(ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

期首残高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

当期末残高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

24,469 84,458 84,577 24,350 77.6 105.8

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

　

④　商品

　

内訳 金額(百万円)

鋲螺類 1,195

加工品 2,575

金属素材 209

電材品 70

化成品 637

産業機器・その他 212

計 4,900
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⑤　支払手形

(イ) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

住友軽金属工業㈱ 362

朝日アルミニウム㈱ 333

㈱タカハシ工業 303

住友電気工業㈱ 300

望月螺旋㈱ 214

その他(㈱花井製作所　他) 1,502

計 3,017

　

(ロ) 期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成20年４月 631

平成20年５月 852

平成20年６月 899

平成20年７月 632

平成20年８月 0

計 3,017

　

⑥　買掛金

(イ) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

東海ゴム工業㈱ 915

住友スリーエム㈱ 427

日東精工㈱ 225

㈱トープラ 216

㈱アルテクノ 181

その他(㈱ヤマシナ　他) 8,046

計 10,013
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

単元株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係わる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告とする。但し、電子公告を行うことができない事故その他
のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載してこれを行う。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのホームページアドレスは
 http://www.technoassocie.co.jp/koukoku/index.htmlであります。

株主に対する特典 なし

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することはできません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第78期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月22日
関東財務局長に提出

(2)有価証券報告書
の訂正報告書

事業年度(第78期)（自　平成18年４月
１日　至　平成19年３月31日）の有価証
券報告書に係る訂正報告書でありま
す。

平成19年11月30日
関東財務局長に提出

(3)有価証券報告書
の訂正報告書

事業年度(第78期)（自　平成18年４月
１日　至　平成19年３月31日）の有価証
券報告書に係る訂正報告書でありま
す。

平成19年12月25日
関東財務局長に提出

(4)半期報告書 (第79期中) 自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月26日
関東財務局長に提出

　

　

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

有価証券報告書

86/91



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月22日

株式会社テクノアソシエ

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　尾　　正　　孝　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　杉　　本　　宏　　之　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テクノアソシエの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社テクノアソシエ及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月20日

株式会社テクノアソシエ

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　尾　　正　　孝　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　辰　　巳　　幸　　久　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社テクノアソシエの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社テクノアソシエ及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月22日

株式会社テクノアソシエ

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　尾　　正　　孝　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　杉　　本　　宏　　之　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テクノアソシエの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第78期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テクノアソシエの平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月20日

株式会社テクノアソシエ

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　尾　　正　　孝　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　辰　　巳　　幸　　久　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社テクノアソシエの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第79期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テクノアソシエの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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